
 第 104回 労働政策審議会障害者雇用分科会 議事次第 

 

１ 日時 
 

令和３年２月 19日（金） 10:00～12:00 

 

２ 場所 
 

  オンラインによる開催（厚生労働省 職業安定局第１会議室） 

 

３ 議題 
 

（１）障害者の雇用の促進等に関する法律施行規則の一部を改正する省令案
要綱について（諮問） 

（２）障害者の雇用の促進等に関する法律施行規則第二十条の二第二項の規
定に基づき厚生労働大臣が定める障害者介助等助成金の額等を定める

件の一部を改正する件案要綱について（諮問） 
（３）障害者の雇用の促進等に関する法律施行規則第二十条の二の三第四項

の規定に基づき厚生労働大臣が定める職場適応援助者助成金の額等案
要綱について（諮問） 

（４）除外率制度の対象業種における障害者雇用に関する実態調査について（報告） 
（５）障害者雇用率制度・納付金制度等について 
（６）その他 

 

４ 資料 
 
資料１－１ 障害者の雇用の促進等に関する法律施行規則の一部を改正す 

る省令案要綱 
資料１－２ 障害者の雇用の促進等に関する法律施行規則第二十条の二第 

二項の規定に基づき厚生労働大臣が定める障害者介助等助成
金の額等を定める件の一部を改正する件案要綱 

資料１－３ 障害者の雇用の促進等に関する法律施行規則第二十条の二の 
三第四項の規定に基づき厚生労働大臣が定める職場適応援助
者助成金の額等案要綱 

資料２   「除外率制度の対象業種における障害者雇用に関する実態調査」
に係る報告 

資料３   障害者雇用率制度・納付金制度について 

 
参考資料１   労働政策審議会障害者雇用分科会委員名簿 
参考資料２   令和３年度障害者雇用関係助成金の見直しについて 
参考資料３－１ 今後の検討のスケジュールについて（案） 
参考資料３－２ 今後の検討に向けた論点整理 
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障
害
者
の
雇
用
の
促
進
等
に
関
す
る
法
律
施
行
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令
案
要
綱

第
一

障
害
者
介
助
等
助
成
金

障
害
者
介
助
等
助
成
金
の
支
給
の
対
象
と
な
る
事
業
主
に
、
新
た
に
一
及
び
二
に
掲
げ
る
事
業
主
を
加
え
る
こ
と
と
す
る

こ
と
。

一

次
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
事
業
主

雇
用
す
る
労
働
者
の
う
ち
、
そ
の
雇
入
れ
後
に
、
そ
の
障
害
に
よ
り
、
一
箇
月
以
上
の
療
養
及
び
そ
の
職
務
開
発
そ

(一)
の
他
職
場
へ
の
適
応
を
促
進
す
る
た
め
の
措
置
（
以
下
こ
の
一
に
お
い
て
「
職
場
適
応
措
置
」
と
い
う
。
）
が
必
要
と

さ
れ
た
障
害
者
（
障
害
者
の
う
ち
、
身
体
障
害
者
若
し
く
は
精
神
障
害
者
（
発
達
障
害
の
み
を
有
す
る
者
を
除
く
。
）

又
は
高
次
脳
機
能
障
害
を
有
す
る
も
の
若
し
く
は
難
治
性
疾
患
を
有
す
る
も
の
（
当
該
職
場
適
応
措
置
が
特
に
必
要
で

あ
る
と
機
構
が
認
め
る
者
に
限
る
。
二
に
お
い
て
同
じ
。
）
（
身
体
障
害
者
又
は
精
神
障
害
者
を
除
く
。
）
に
限
る
。

）
の
休
職
期
間
中
又
は
復
職
の
日
か
ら
三
箇
月
以
内
に
当
該
障
害
者
に
対
す
る
職
場
適
応
措
置
を
実
施
す
る
事
業
主
で

あ
っ
て
、
当
該
職
場
適
応
措
置
に
係
る
障
害
者
を
継
続
し
て
雇
用
す
る
も
の

職
場
適
応
措
置
を
講
じ
た
事
業
主
で
あ
っ
て
、

に
規
定
す
る
継
続
し
て
雇
用
し
て
い
る
障
害
者
に
対
し
、
職
務
転

(二)

(一)



換
後
の
職
務
遂
行
に
必
要
と
な
る
基
本
的
な
知
識
及
び
技
能
を
習
得
さ
せ
る
た
め
の
研
修
を
実
施
し
た
も
の

二

雇
用
す
る
障
害
者
（
障
害
者
の
う
ち
、
身
体
障
害
者
、
知
的
障
害
者
若
し
く
は
精
神
障
害
者
又
は
発
達
障
害
者
支
援
法

第
二
条
第
二
項
に
規
定
す
る
発
達
障
害
者
（
第
二
の
一
に
お
い
て
単
に
「
発
達
障
害
者
」
と
い
う
。
）
、
高
次
脳
機
能
障

害
を
有
す
る
も
の
若
し
く
は
難
治
性
疾
患
を
有
す
る
も
の
（
身
体
障
害
者
、
知
的
障
害
者
又
は
精
神
障
害
者
を
除
く
。
）

に
限
る
。
）
の
雇
入
れ
の
日
又
は
所
定
労
働
時
間
の
延
長
、
配
置
転
換
、
業
務
内
容
の
変
更
若
し
く
は
職
場
復
帰
）
の
日

の
前
日
又
は
第
二
の
二
の
計
画
に
基
づ
く
援
助
が
終
了
し
た
日
か
ら
起
算
し
て
六
箇
月
を
経
過
す
る
日
ま
で
の
間
に
お
け

る
、
職
場
支
援
員
の
配
置
又
は
委
嘱
を
行
っ
た
事
業
主

第
二

職
場
適
応
援
助
者
助
成
金

職
場
適
応
援
助
者
助
成
金
に
つ
い
て
、
一
及
び
二
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
も
の
に
対
し
て
、
独
立
行
政
法
人
高
齢
・
障

害
・
求
職
者
雇
用
支
援
機
構
の
予
算
の
範
囲
内
に
お
い
て
、
支
給
す
る
も
の
と
す
る
こ
と
。

一

社
会
福
祉
法
人
等
で
あ
っ
て
、
障
害
者
（
身
体
障
害
者
、
知
的
障
害
者
若
し
く
は
精
神
障
害
者
又
は
発
達
障
害
者
、
高

次
脳
機
能
障
害
を
有
す
る
も
の
若
し
く
は
難
治
性
疾
患
を
有
す
る
も
の
（
職
場
適
応
援
助
者
に
よ
る
援
助
が
特
に
必
要
で

あ
る
と
認
め
ら
れ
る
も
の
に
限
る
。
）
（
身
体
障
害
者
、
知
的
障
害
者
又
は
精
神
障
害
者
を
除
く
。
）
そ
の
他
職
場
適
応



援
助
者
に
よ
る
援
助
が
特
に
必
要
で
あ
る
と
認
め
ら
れ
る
も
の
に
限
る
。
二
に
お
い
て
同
じ
。
）
が
職
場
に
適
応
す
る
こ

と
を
容
易
に
す
る
た
め
の
援
助
に
関
す
る
計
画
（
地
域
障
害
者
職
業
セ
ン
タ
ー
が
作
成
し
、
又
は
社
会
福
祉
法
人
等
が
作

成
し
地
域
障
害
者
職
業
セ
ン
タ
ー
の
長
が
承
認
し
た
計
画
に
限
る
。
）
に
基
づ
き
、
訪
問
型
職
場
適
応
援
助
者
に
よ
る
援

助
の
事
業
を
行
う
も
の

二

障
害
者
の
雇
用
に
伴
い
必
要
と
な
る
援
助
に
関
す
る
計
画
（
地
域
障
害
者
職
業
セ
ン
タ
ー
が
作
成
し
、
又
は
事
業
主
が

作
成
し
地
域
障
害
者
職
業
セ
ン
タ
ー
の
長
が
承
認
し
た
計
画
に
限
る
。
）
に
基
づ
き
援
助
を
行
う
企
業
在
籍
型
職
場
適
応

援
助
者
の
配
置
を
行
う
事
業
主

第
三

そ
の
他

そ
の
他
所
要
の
規
定
の
整
備
を
行
う
こ
と
。

第
四

施
行
期
日
等

一

施
行
期
日

こ
の
省
令
は
、
令
和
三
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
こ
と
と
す
る
こ
と
。

二

経
過
措
置



こ
の
省
令
の
施
行
に
関
し
必
要
な
経
過
措
置
を
定
め
る
こ
と
。
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障
害
者
の
雇
用
の
促
進
等
に
関
す
る
法
律
施
行
規
則
第
二
十
条
の
二
第
二
項
の
規
定
に
基
づ
き
厚
生
労
働
大
臣
が
定
め

る
障
害
者
介
助
等
助
成
金
の
額
等
を
定
め
る
件
の
一
部
を
改
正
す
る
件
案
要
綱

第
一

職
場
適
応
措
置
等
を
実
施
す
る
事
業
主
に
支
給
す
る
障
害
者
介
助
等
助
成
金
の
額

一

雇
用
す
る
労
働
者
の
う
ち
、
雇
入
れ
後
に
職
場
適
応
措
置
が
必
要
と
さ
れ
た
障
害
者
（
以
下
こ
の
一
に
お
い
て
「
措
置

対
象
者
」
と
い
う
。
）
の
休
職
期
間
中
又
は
復
職
の
日
か
ら
三
箇
月
以
内
に
当
該
障
害
者
に
対
す
る
職
場
適
応
措
置
を
実

施
す
る
事
業
主
で
あ
っ
て
、
当
該
措
置
に
係
る
障
害
者
を
継
続
し
て
雇
用
す
る
も
の
に
対
し
て
支
給
す
る
障
害
者
介
助
等

助
成
金
の
額
は
、
措
置
対
象
者
一
人
に
つ
き
月
額
四
万
五
千
円
（
中
小
企
業
事
業
主
に
あ
っ
て
は
月
額
六
万
円
）
（
措
置

対
象
者
一
人
に
つ
き
十
二
箇
月
ま
で
の
支
給
に
限
る
。
）
と
す
る
こ
と
と
す
る
こ
と
。

二

職
場
適
応
措
置
を
講
じ
た
事
業
主
で
あ
っ
て
、
継
続
し
て
雇
用
し
て
い
る
障
害
者
に
対
し
、
職
務
転
換
後
の
職
務
遂
行

に
必
要
と
な
る
基
本
的
な
知
識
及
び
技
能
を
習
得
さ
せ
る
た
め
の
研
修
を
実
施
し
た
も
の
に
対
し
て
支
給
す
る
障
害
者
介

助
等
助
成
金
の
額
は
、
当
該
職
場
適
応
措
置
を
講
ず
る
期
間
を
六
箇
月
ご
と
に
区
分
し
た
各
期
間
（
六
箇
月
未
満
の
期
間

を
生
じ
た
と
き
は
、
当
該
期
間
）
に
お
け
る
１
か
ら
３
ま
で
に
掲
げ
る
事
業
主
の
区
分
に
応
じ
て
、
そ
れ
ぞ
れ
１
か
ら
３

ま
で
に
定
め
る
額
と
す
る
こ
と
と
す
る
こ
と
。



１

一
の
期
間
に
お
い
て
当
該
研
修
に
要
し
た
費
用
が
五
万
円
以
上
十
万
円
未
満
の
事
業
主

二
万
円
（
中
小
企
業
事
業

主
に
あ
っ
て
は
、
三
万
円
）

２

一
の
期
間
に
お
い
て
当
該
研
修
に
要
し
た
費
用
が
十
万
円
以
上
二
十
万
円
未
満
の
事
業
主

四
万
五
千
円
（
中
小
企

業
事
業
主
に
あ
っ
て
は
、
六
万
円
）

３

一
の
期
間
に
お
い
て
当
該
研
修
に
要
し
た
費
用
が
二
十
万
円
以
上
の
事
業
主

九
万
円
（
中
小
企
業
事
業
主
に
あ
っ

て
は
、
十
二
万
円
）

第
二

職
場
支
援
員
の
配
置
等
を
行
っ
た
事
業
主
に
支
給
す
る
障
害
者
介
助
等
助
成
金
の
額

一

雇
用
す
る
障
害
者
の
雇
入
れ
等
の
日
か
ら
起
算
し
て
六
箇
月
を
経
過
す
る
日
ま
で
の
間
に
お
い
て
、
職
場
支
援
員
の
配

置
又
は
委
嘱
を
行
っ
た
事
業
主
に
対
し
て
支
給
す
る
障
害
者
介
助
等
助
成
金
の
額
は
、
１
及
び
２
に
掲
げ
る
額
の
合
計
額

（
職
場
支
援
員
の
配
置
又
は
委
嘱
に
係
る
障
害
者
一
人
に
つ
き
二
十
四
箇
月
（
当
該
障
害
者
が
精
神
障
害
者
で
あ
る
場
合

に
あ
っ
て
は
、
三
十
六
箇
月
）
ま
で
の
支
給
に
限
る
。
）
と
す
る
こ
と
と
す
る
こ
と
。

１

当
該
雇
用
す
る
障
害
者
の
業
務
の
遂
行
に
関
す
る
必
要
な
援
助
又
は
指
導
の
業
務
が
、
職
場
支
援
員
の
配
置
に
よ
り

行
わ
れ
た
場
合
に
あ
っ
て
は
、
当
該
職
場
支
援
員
の
配
置
に
係
る
障
害
者
の
数
に
、
一
月
に
つ
き
三
万
円
（
中
小
企
業



事
業
主
に
あ
っ
て
は
、
四
万
円
）
を
乗
じ
て
得
た
額
（
企
業
在
籍
型
職
場
適
応
援
助
者
の
援
助
を
受
け
る
者
の
数
と
合

計
し
て
三
人
ま
で
の
支
給
に
限
る
。
）

２

当
該
雇
用
す
る
障
害
者
の
業
務
の
遂
行
に
関
す
る
必
要
な
援
助
又
は
指
導
の
業
務
が
、
職
場
支
援
員
の
委
嘱
に
よ
り

行
わ
れ
た
場
合
に
あ
っ
て
は
、
当
該
職
場
支
援
員
の
委
嘱
の
回
数
に
一
万
円
を
乗
じ
て
得
た
額
（
一
月
に
つ
き
四
万
円

を
限
度
と
す
る
。
）

二

職
場
支
援
員
の
配
置
又
は
委
嘱
に
係
る
障
害
者
が
障
害
者
の
雇
用
の
促
進
等
に
関
す
る
法
律
第
四
十
三
条
第
三
項
に
規

定
す
る
短
時
間
労
働
者
で
あ
る
場
合
に
お
け
る
一
の
規
定
の
適
用
に
つ
い
て
は
、
一
の
１
中
「
三
万
円
（
中
小
企
業
事
業

主
に
あ
っ
て
は
、
四
万
円
）
」
と
あ
る
の
は
、
「
一
万
五
千
円
（
中
小
企
業
事
業
主
に
あ
っ
て
は
、
二
万
円
）
」
と
す
る

こ
と
と
す
る
こ
と
。

第
三

そ
の
他

一

こ
の
告
示
は
、
令
和
三
年
四
月
一
日
か
ら
適
用
す
る
こ
と
と
す
る
こ
と
。

二

そ
の
他
所
要
の
規
定
の
整
備
を
行
う
こ
と
と
す
る
こ
と
。
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障
害
者
の
雇
用
の
促
進
等
に
関
す
る
法
律
施
行
規
則
第
二
十
条
の
二
の
三
第
四
項
の
規
定
に
基
づ
き
厚
生
労
働
大
臣
が

定
め
る
職
場
適
応
援
助
者
助
成
金
の
額
等
案
要
綱

第
一

職
場
適
応
援
助
者
助
成
金
の
額

一

社
会
福
祉
法
人
等
で
あ
っ
て
、
訪
問
型
職
場
適
応
援
助
者
に
よ
る
援
助
の
事
業
を
行
う
も
の
に
対
し
支
給
す
る
職
場
適

応
援
助
者
助
成
金
の
額
は
、
１
か
ら
４
ま
で
に
掲
げ
る
額
の
合
計
額
と
す
る
こ
と
と
す
る
こ
と
。

１

訪
問
型
職
場
適
応
援
助
者
が
障
害
者
（
精
神
障
害
者
を
除
く
。
２
及
び
第
二
の
一
に
お
い
て
同
じ
。
）
に
対
し
、
四

時
間
以
上
の
援
助
を
行
っ
た
日
数
に
一
万
六
千
円
を
乗
じ
て
得
た
額

２

訪
問
型
職
場
適
応
援
助
者
が
障
害
者
に
対
し
、
四
時
間
未
満
の
援
助
を
行
っ
た
日
数
に
八
千
円
を
乗
じ
て
得
た
額

３

訪
問
型
職
場
適
応
援
助
者
が
障
害
者
（
精
神
障
害
者
に
限
る
。
４
及
び
第
二
の
二
に
お
い
て
同
じ
。
）
に
対
し
、
三

時
間
以
上
の
援
助
を
行
っ
た
日
数
に
一
万
六
千
円
を
乗
じ
て
得
た
額

４

訪
問
型
職
場
適
応
援
助
者
が
障
害
者
に
対
し
、
三
時
間
未
満
の
援
助
を
行
っ
た
日
数
に
八
千
円
を
乗
じ
て
得
た
額

二

企
業
在
籍
型
職
場
適
応
援
助
者
の
配
置
を
行
う
事
業
主
に
対
し
支
給
す
る
職
場
適
応
援
助
者
助
成
金
の
額
は
、
１
及
び

２
に
掲
げ
る
額
の
合
計
額
と
す
る
こ
と
と
す
る
こ
と
。



１

企
業
在
籍
型
職
場
適
応
援
助
者
が
行
う
援
助
を
受
け
る
者
（
精
神
障
害
者
を
除
く
。
）
の
数
に
、
一
月
に
つ
き
六
万

円
（
中
小
企
業
事
業
主
に
あ
っ
て
は
、
八
万
円
）
を
乗
じ
て
得
た
額

２

企
業
在
籍
型
職
場
適
応
援
助
者
が
行
う
援
助
を
受
け
る
者
（
精
神
障
害
者
に
限
る
。
）
の
数
に
、
一
月
に
つ
き
九
万

円
（
中
小
企
業
事
業
主
に
あ
っ
て
は
、
十
二
万
円
）
を
乗
じ
て
得
た
額

三

社
会
福
祉
法
人
等
が
、
そ
の
雇
用
す
る
労
働
者
に
対
し
、
訪
問
型
職
場
適
応
援
助
者
に
係
る
研
修
を
修
了
さ
せ
、
当
該

研
修
を
修
了
し
た
日
か
ら
起
算
し
て
六
箇
月
以
内
に
訪
問
型
職
場
適
応
援
助
者
と
し
て
援
助
を
行
わ
せ
、
か
つ
、
当
該
研

修
に
要
し
た
費
用
の
全
額
を
負
担
し
た
場
合
に
あ
っ
て
は
、
一
に
定
め
る
額
に
加
え
、
当
該
研
修
に
要
し
た
費
用
に
二
分

の
一
を
乗
じ
て
得
た
額
を
支
給
す
る
も
の
と
す
る
こ
と
。

四

障
害
者
が
障
害
者
の
雇
用
の
促
進
等
に
関
す
る
法
律
第
四
十
三
条
第
三
項
に
規
定
す
る
短
時
間
労
働
者
で
あ
る
場
合
に

お
け
る
二
の
規
定
の
適
用
に
つ
い
て
は
、
二
の
１
中
「
六
万
円
（
中
小
企
業
事
業
主
に
あ
っ
て
は
、
八
万
円
）
」
と
あ
る

の
は
「
三
万
円
（
中
小
企
業
事
業
主
に
あ
っ
て
は
、
四
万
円
）
」
と
、
二
の
２
中
「
九
万
円
（
中
小
企
業
事
業
主
に
あ
っ

て
は
、
十
二
万
円
）
」
と
あ
る
の
は
「
五
万
円
（
中
小
企
業
事
業
主
に
あ
っ
て
は
、
六
万
円
）
」
と
す
る
こ
と
と
す
る
こ

と
。



五

企
業
在
籍
型
職
場
適
応
援
助
者
の
配
置
を
行
う
事
業
主
が
、
そ
の
雇
用
す
る
労
働
者
に
対
し
、
企
業
在
籍
型
職
場
適
応

援
助
者
に
係
る
研
修
を
修
了
さ
せ
、
当
該
研
修
を
修
了
し
た
日
か
ら
起
算
し
て
六
箇
月
以
内
に
企
業
在
籍
型
職
場
適
応
援

助
者
と
し
て
援
助
を
行
わ
せ
、
か
つ
、
当
該
研
修
に
要
し
た
費
用
の
全
額
を
負
担
し
た
場
合
に
あ
っ
て
は
、
二
に
定
め
る

額
に
加
え
、
当
該
研
修
に
要
し
た
費
用
に
二
分
の
一
を
乗
じ
て
得
た
額
を
支
給
す
る
も
の
と
す
る
こ
と
。

第
二

職
場
適
応
援
助
者
助
成
金
の
対
象
と
な
る
援
助
の
期
間

一

第
一
の
一
の
１
及
び
２
に
係
る
職
場
適
応
援
助
者
助
成
金
の
対
象
と
な
る
援
助
の
期
間
は
、
訪
問
型
職
場
適
応
援
助
者

が
援
助
を
行
う
期
間
の
う
ち
、
独
立
行
政
法
人
高
齢
・
障
害
・
求
職
者
雇
用
支
援
機
構
（
以
下
「
機
構
」
と
い
う
。
）
が

別
に
定
め
る
基
準
に
従
っ
て
行
わ
れ
る
援
助
の
期
間
と
す
る
こ
と
と
す
る
こ
と
。
た
だ
し
、
障
害
者
一
人
一
回
の
援
助
に

つ
き
一
年
八
月
を
限
度
と
す
る
こ
と
と
す
る
こ
と
。

二

第
一
の
一
の
３
及
び
４
に
係
る
職
場
適
応
援
助
者
助
成
金
の
対
象
と
な
る
援
助
の
期
間
は
、
訪
問
型
職
場
適
応
援
助
者

が
援
助
を
行
う
期
間
の
う
ち
、
機
構
が
別
に
定
め
る
基
準
に
従
っ
て
行
わ
れ
る
援
助
の
期
間
と
す
る
こ
と
と
す
る
こ
と
。

た
だ
し
、
障
害
者
一
人
一
回
の
援
助
に
つ
き
二
年
八
月
を
限
度
と
す
る
こ
と
と
す
る
こ
と
。

三

第
一
の
二
に
係
る
職
場
適
応
援
助
者
助
成
金
の
額
の
対
象
と
な
る
援
助
の
期
間
は
、
企
業
在
籍
型
職
場
適
応
援
助
者
が



援
助
を
行
う
期
間
の
う
ち
、
機
構
が
別
に
定
め
る
基
準
に
従
っ
て
行
わ
れ
る
援
助
の
期
間
（
そ
の
期
間
が
障
害
者
一
人
一

回
の
援
助
に
つ
き
六
月
を
超
え
る
と
き
は
、
障
害
者
一
人
一
回
の
援
助
に
つ
き
六
月
）
と
す
る
こ
と
と
す
る
こ
と
。

第
三

そ
の
他

一

こ
の
告
示
に
規
定
す
る
も
の
を
除
く
ほ
か
、
職
場
適
応
援
助
者
助
成
金
の
支
給
に
関
し
必
要
な
事
項
は
、
機
構
が
定
め

る
こ
と
と
す
る
こ
と
。

二

こ
の
告
示
は
、
令
和
三
年
四
月
一
日
か
ら
適
用
す
る
こ
と
と
す
る
こ
と
。
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「除外率制度の対象業種における障害者雇用に関する

実態調査」に係る報告

独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構

障害者職業総合センタ―

○古田 詩織・伊藤 丈人・春名 由一郎

資料２



2

研究の目的

〇 障害者雇用率制度における除外率制度は、2002年の障害者の雇用
の促進等に関する法律の改正により廃止されたものの、個別の企業に
対する影響に鑑み当分の間は維持することとされ、2004年と2010年
に引き下げられた後は、率設定が維持された状態となっている。
しかし、雇用が困難とされてきた業種においても障害者雇用に対す

る先進的な取組は様々見られ、いずれの業界においても近年障害者雇
用の進展がみられる。また、「障害者と共に働くことが当たり前の社
会」という理念にもそぐわないものである。

〇 そこで、除外率設定業種において障害者雇用がどのように進んでい
るのかの実態を調査するとともに、諸外国における対応についても情
報を収集することにより、除外率設定業種における障害者雇用の現
状・課題・実際の取組事例を把握し、除外率廃止に向けて考えられる
対策について整理する。



調査研究の方法
（１）事業所に対する質問紙調査

〇実施期間：2020年２月～３月

〇実施方法：2018年障害者雇用状況報告において除外率が適用される

企業の事業所から調査対象25,700事業所を抽出した。

〇回答状況：7,341事業所（回収率28.6％）

（２）企業に対するヒアリング調査

〇実施期間：2020年7月～10月

〇実施方法：質問紙調査協力事業所が属する企業から選定し、訪問調査

（一部企業は電話調査）を実施。８社の事例を分析した。

（３）海外の制度に関する文献調査

〇実施方法：諸外国における対応について、障害者雇用率制度のあるフラ

ンスやドイツ、障害者雇用率制度のない米国において、どの

ような根拠に基づき、どのような政策形成過程を経て、除外

率に相当する仕組みの廃止を実現しているか、そのプロセス

を調査した。 3



結果【（1）事業所に対する質問紙調査】

4

〇 2019年6月１日現在の障害者が就業することが困難であると認めら

れる職種（対象職種）の業務に従事する障害者数の回答があったのは、

回答事業所の約25％である1,870事業所。

〇 対象職種の業務に従事する障害者の障害種別は、「児童福祉施設に

おいて児童の介護、教護又は養育を職務とする者」等の一部職種を除

き、身体障害者が８割以上。

〇 対象職種に従事している障害者がいる事業所に対し、過去20年程

度の間での障害者数の変化をきいたところ、全ての職種で「増加」又

は「横ばい」と回答した割合が最も高かった。

回答事業所の属性・対象職種における障害者雇用の状況



結果【（1）事業所に対する質問紙調査】

5

〇 対象職種における雇用管理改善は約２～３割が実施（図１）。

〇 項目としては「障害者本人の安全を確保できるような工夫・改善」の

実施率が最も高かった。

〇 対象職種別では「児童福祉施設において児童の介護、教護又は養育

を職務とする者」と「警備業務に従事する者」は全ての項目において、

職種ごとの実施割合が全体の実施割合（全体平均）を上回っていた。

対象職種における雇用管理改善

図１ 対象職種における雇用管理改善の実施状況（対象職種障害者雇用事業所1,870事業所に係るもの）
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結果【（1）事業所に対する質問紙調査】

6

対象職種の業務に関連する技術革新①

〇 対象職種の業務に関連する技術革新の世間一般の進展状況については

いずれの項目も約４割強が「ない」と回答。

〇 対象職種の業務に関連する技術革新はいずれの項目も１割弱程度が導

入（図２）。

〇 項目別では「少ない身体的動作で業務ができるようなツール・設備

等」及び「障害者本人の安全を確保できるようなツール・設備等」の

導入率が最も高かった。

図２ 対象職種の業務に関連する技術革新の導入状況（対象職種障害者雇用事業所1,870事業所に係るもの）
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結果【（1）事業所に対する質問紙調査】

7

対象職種の業務に関連する技術革新②

〇 対象職種別では「小学校、特別支援学校(専ら視覚障害者に対する教育を

行う学校を除く。)及び幼稚園の教育職員」と「建設用重機械の操作、起重

機の運転又は玉掛けの作業を職種とする者」は全ての項目において、職種

ごとの導入割合が全体の導入割合（全体平均）を上回っていた。

【導入している技術革新の具体的内容（一例）】

・ 高度の知識・経験を要せず業務ができるようなツール・設備等

⇒ 電子カルテ、タブレット、カーナビ、オートマチック車

・ 少ない身体的動作で業務ができるようなツール・設備等

⇒ 介護ロボット、自動運転、RPA（※）

・ 他人の安全を確保できるようなツール・設備等

⇒ 見守り用カメラ、自動ブレーキ、重機のAI化、センサー

・ 障害者本人の安全を確保できるようなツール・設備等

⇒ ロボットスーツ等、追突防止等運転サポートカー、ウェアラブルカメラ

・ 体調・精神面の変化が不安定でも業務ができるようなツール・設備等

⇒ PC、運転中の意識有無アラーム

※RPA：Robotic Process Automation
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結果【（1）事業所に対する質問紙調査】

〇 対象職種に従事する障害者数が「増加」していると回答した事業所の

方がいずれの雇用管理改善の項目も「実施有」と回答する割合が最も高

かった（図３）。

対象職種に従事する障害者数の増減別での雇用管理改善の実施状況

図３ 対象職種における雇用管理改善について「実施有」と回答した割合（対象職種に従事する障害者数の増減別）
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結果【（1）事業所に対する質問紙調査】

〇 一方、技術革新の導入状況を対象職種に従事する障害者数の増減別で

みると、「少ない身体的動作で業務ができるようなツール・設備等」以

外の項目において、「横ばい」と回答した事業所の導入率が最も高く、

次に「増加」していると回答した事業所が続いた（図４）。

対象職種に従事する障害者数の増減別での技術革新の導入状況

図４ 対象職種の業務に関連する技術革新について「導入有」と回答した割合（対象職種に従事する障害者数の増減別）
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結果【（1）事業所に対する質問紙調査】

〇 現在、障害者が就いていない業務に障害者を配置するとしたら、ど

のような支障があるかについては、「業務遂行を手助けする援助者、介

助者が必要になる」(63.1％)の選択率が最も高かった。

〇 現在、障害者が就いていない業務に障害者を就けるために何が必要だ

と思うかについては、「同僚、上司等、ともに働く人の理解」(60.6％)

の選択率が最も高かった。

障害者が就いていない業務への障害者の配置

除外率の廃止・縮小に資する取組等についてのアイディア・意見等(自由記述)

〇 1,307事業所から自由記述の回答を得た。

〇 得られた回答の約65％が除外率の廃止・縮小に否定的な意見を表明

するものであった。



結果【（2）企業に対するヒアリング調査】

11

事例１（警備業）

１ 企業・事業所の状況

 障害者雇用数：３名（身体障害）（過去には精神障
害のある社員も在籍）

 対象職種の業務内容と、従事している従業員の状況

 警備業法第14条及び警備業法等の解釈運用基準
等に基づき、精神障害のある社員を採用する際
には診断書を提出してもらい、面接の上で勤務
可能かどうかを判断。

① 施設警備業務・雑踏警備業務・交通誘導警備業務

 施設、工事現場、イベント会場等に警備員を派遣
し、巡回、交通誘導等を行う。

 警備員の養成には、「法令で定められた３日間の
新任教育」を行い、安全な業務遂行を行えるよう
指導している。必要に応じて再教育を行うことも
ある。

② 機械警備業務

 本社事務所にいる社員が、カメラやセンサーを活
用し、遠隔で警備を行う。通報を受けた際や、セ
ンサーが異常を察知した際には、直ちに現場に駆
けつける。

 現在は7、8名が機械警備を担当しており、2人体
制で昼夜交代のシフトを組んで勤務。

 対象職種における配慮・工夫

 職場配置において体力面等を考慮している。一例と
して、身体障害のある社員を機械警備業務に配置し
ている。

 機械警備において、通報を受けたり異常を探知した
際には現場へ駆けつける必要があるが、障害のある
社員は駆けつけ業務ではなく、事務所での待機及び
連絡調整の担当とするなどの配慮を行っている。

 交通誘導などの現場は、障害者の体力等を考慮し
て、本人と話し合いながら決定している。

 精神障害のある社員を雇用していた際には、業務遂
行に関する配慮を行うことに加え、住居をはじめ生
活面の相談に乗るなど、幅広いサポートを行ってい
た。

 従業員全体に対する配慮・工夫

 高齢者の多い警備員全般に対し、体力を考慮し勤務
日数を減らす対応を行っている。

 首を冷やすタオルやヘルメットの後ろに付ける直射
日光を防ぐカバーを配布するなど、熱中症対策をは
じめ、警備員の健康を守る対策も徹底している。

２ 障害者雇用に当たり取り組んでいる配慮・工夫
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事例２（医療業）

１ 企業・事業所の状況 ２ 障害者雇用に当たり取り組んでいる配慮・工夫

 障害者雇用数：約50名（身体障害、知的障害など）

 対象職種の業務内容と、従事している従業員の状況

 障害のある看護師2名は外来業務に配置されてい
る。

 外来業務は病棟業務と異なり、患者の容体の急変、
緊急の手術など、突発的に対応しなければならない
ことは少ない。また業務手順の見通しがつけやすい
と考えられている。

 対象職種以外の業務内容と、従事している従業員の状況

 セントラルキッチン（各病院の入院患者の食事を、
一括で調理する施設）では主に知的障害のある職員
が多く勤務しており、30名を超える障害者が活躍
している。

 セントラルキッチンの業務は、工程がエリアごとに
区切られているため、業務の切り出しが容易であ
る。また、標準化された繰り返し作業が多いため、
知的障害があっても勤務しやすいと考えられてい
る。

 このほかに各施設の事務部門でも障害のある職員が
勤務。

 対象職種における配慮・工夫

 勤務時間や配置に関する配慮を行っている。

 障害のある従業員全体に対する配慮・工夫

 セントラルキッチンを中心とした専門職以外の障害
者雇用については、25年ほど前から力を入れて推進
してきた。

 セントラルキッチンでは、衛生上の必要から、業務
を開始する際に全身専用の服に着替えることになっ
ている。また、エリアにより最大20度の寒暖差があ
り、体温調整が難しく体調を崩す場合もある。

 そのため、特に知的障害のある職員に対しては、職
場のリーダーがこまめに声掛けをして、体調を確認
し、休憩を促すなどの配慮をしている。

 特別支援学校や障害者就業・生活支援センターと連
携しており、採用前に施設見学や10日から２週間程
度の職場実習を行っている。電車やバスを使っての
職場への通勤や勤務スケジュールを体験した上で、
実際に勤務可能かを本人が判断できるようにしてい
る。

 車いすを使う事務職員のために利用しやすい駐車ス
ペースを確保するなどの配慮が行われている。
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事例３（保育業）

１ 企業・事業所の状況

２ 障害者雇用に当たり取り組んでいる配慮・工夫

 障害者雇用数：2名（身体障害、精神障害）

 対象職種の業務内容と、従事している従業員の状況

 1人は採用後に身体障害者となったベテランであり、
もう1人は精神障害があり、近年採用された。

 保育士の業務は多岐にわたる。昼食の補助、寝かし
つけ、一緒に遊ぶ等園児との関わりだけでなく、保
護者への対応も含まれる。

 保育士の業務には、身体に負荷のかかる重労働が含
まれる。

 従業員全体に対する配慮・工夫

 多機能トイレの導入や、0歳児～2歳児クラスへの
クッション性の高い床の導入等を行っている。

 施設改修時に総平屋建てで完全にフラットなフロア
となったことも、身体障害のある保育士を含めた全
職員の負担軽減につながっている。

【Aさんの事例】

〇 法人が経営する最も古い保育園から異動してきたベテラ

ンの保育士Aさんは、40年以上保育の現場で勤務。長年

の勤務の中で腰痛に襲われるようになり、15年ほど前に変

形性関節症による左股関節機能障害との診断を受け、身体

障害者手帳を取得。

〇 Aさんの身体的負担が軽くなるよう担当クラスを配慮。

３歳児以降のクラスは子ども達の活発な動きについていか

なくてはならない負担があり、０歳児や１歳児の担当は子

どもを抱きかかえる機会が多く、腰への負担が大きい。そ

こでAさんと話し合いの上、両者の間である２歳児を担当。

〇 身体に負担がかかる業務が発生した際は同僚の保育士が

サポートするなどの配慮を行っている。

【Bさんの事例】

〇 近年採用された精神障害のある保育士Bさんは、採用段

階で、てんかんの服薬をしていること、現在症状は落ち着

いていることが本人から説明された。

〇 実技試験により充分な保育技術があることが確認された

ため、半年の試用期間後、正式採用に移行することを条件

に勤務を開始。試用期間終了時点で順調に業務を行ってい

たため、継続して雇用することとなった。

〇 同保育園では過去に調理スタッフとして、てんかんの症

状のある職員を雇用したこともあり、園長や上司は障害に

ついてよく理解した上で、本人の活躍を後押ししている。
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〇 採用段階では、特定の免許や技能があることを前提としていることが

多く、一般求人に障害者が応募してきた際、必要とされる資格の有無等

を考慮し、採用する場合が多かった。

〇 配置・業務分担は、実際にどこに配属するか、どの業務を担当させる

かが課題となる場合がある。体力面の負担等を考慮し、本人のペースで

進めやすい業務が選ばれている傾向もみられた。一方、配属や業務分担

では特別の配慮はしていないが、障害があっても業務に支障はないとい

う事例もみられた。

〇 対象職種の業務に関連する技術革新は、障害者の労働環境改善を目的

とするものではないが、作業員や周囲の人の安全、利便性に資するもの

であるため、結果として障害のある社員の働きやすさに繋がっていた。

〇 対象職種の障害者雇用においては、障害者自身が専門性と技能を生か

し、様々なサポートを得ながら活躍していることが、ヒアリングを通し

て明らかになった。

対象職種の障害者雇用
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〇 当初は対象職種として採用した後に、障害のある社員により適して

いると考えられる業務への配置換えが行われることもある。

〇 新規採用は、中小の企業の多くは障害者を対象とした求人を行って

いない。大規模な企業では、障害者専用求人として新規募集すること

もあり、特別支援学校や就労支援機関から採用する場合もある。

〇 対象職種での障害者雇用では、安全性の確保や、専門性や技能を担保

する資格や免許の保持が大きな課題。

〇 対象職種以外の職種での障害者雇用は、対象職種の業務ウエイトが高

いため、他部門で障害者雇用をしても雇用率達成が難しい状況にあるこ

とや対象職種以外の業務での仕事の切り出しには限界があるといったこ

とが聞かれた 。

対象職種以外の職種での障害者雇用

除外率設定業種における障害者雇用の課題
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〇 過去20年程度の間での対象職種における障害者雇用の進展の結果、除外
率が適用される事業所の約25％で障害者雇用がなされていると考えられ
る。

〇 対象職種の業務に従事する障害者は一部の職種を除いて身体障害者が８
割以上を占め、後に雇用義務の対象となった知的障害者及び精神障害者は
あまり増えていないものと思われる。

〇 現在、障害者が就いていない業務に障害者を配置する場合、「人的支
援」と「本人・周囲の安全確保」の２点が支障となっていることが示唆さ
れた。また、対象職種の業務に就くために、自動車やクレーン等といった
機器操縦のための各種免許や教員免許などの免許・資格等が必要となるこ
とや、警備業法などの制度の存在が対象職種における障害者雇用に当たっ
ての課題となっていることが考えられる。

除外率設定業種における障害者雇用の実態
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〇 一方、障害者の体力面の負担等を考慮し、本人のペースで進めやすい業
務に配置している事例や、上司や同僚、顧客等の理解やサポートを得るこ
とで活躍が可能となっている事例のように、障害者自身が専門性と技能を
生かし、サポートを得ながら活躍していることが明らかになった。

〇 対象職種以外の職種においては、対象職種として採用した後、より適し
ていると考えられる業務への配置換えが行われることもある。大規模な企
業では、障害者専用求人で積極的に新規募集し、特別支援学校や就労支援
機関から採用する場合もある。採用した社員が継続して働き続けるための
取組も重視。

〇 企業全体の実雇用率カウントが除外率設定業種の対象職種ではあまり増
えていなかった知的障害者や精神障害者の雇用促進にも一定程度寄与して
いるものと考えられる。

除外率設定業種における障害者雇用の実態（つづき）



総括

18

〇 対象職種における雇用管理改善の実施率は約２～３割。対象職種別でみ
ると、「児童福祉施設において児童の介護、教護又は養育を職務とする
者」と「警備業務に従事する者」における実施率が全項目で全体平均を上
回り、様々な観点から雇用管理改善に取り組んでいた。

〇 雇用管理改善は低予算・低コストで実施できるものもあるため、企業に
対し、具体的な雇用管理改善の取組事例を情報提供することが有意義だと
考えられる。

〇 対象職種に従事する障害者数が「増加」していると回答した事業所の方
がいずれの 雇用管理改善の項目も「実施有」と回答する割合が最も高い
ため、対象職種における障害者雇用促進のためには多様な雇用管理改善の
実施が重要であると考えられる。

対象職種における雇用管理改善の実施、技術革新の導入
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〇 対象職種の業務に関連する技術革新の導入率はいずれの項目も１割弱程
度。この理由の一つとして、企業が技術革新を障害者雇用に特化するので
はなく、労働者全体に対して活用しており、技術革新と障害者雇用をダイ
レクトに結びつけていない可能性があると考えられる。

〇 技術革新の進展を障害者雇用に活かすためには、企業に技術革新を障害
者雇用にどのように結び付け、どのような効果が得られるか等を具体的に
示すことが必要と考えられる。

〇 技術革新の導入状況を対象職種の業務に従事する障害者数の増減別でみ
ると、「少ない身体的動作で業務ができるようなツール・設備等」以外の
項目において、「横ばい」と回答した事業所の導入率が最も高く、次に
「増加」していると回答した事業所が続いたことから、障害者雇用の減少
を抑制し、その維持・拡大に寄与する一因として、技術革新の導入が重要
である可能性が示唆された 。

対象職種における雇用管理改善の実施、技術革新の導入（つづき）
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〇 自由記述回答事業所（1,307件）の約65％が除外率の廃止・縮小に否定
的な意見を表明するものであったことを踏まえ、企業に対し除外率廃止・
縮小の必要性に係る説明を十分に行い、理解を得た上で進めていく必要が
あると考える。

〇 同時に、除外率が設定されていない業種も含めた業種間で不公平感が残
らないような対応が必要と考えられる。

除外率廃止・縮小に向けての取組の方向性



海外の制度に関する文献調査
障害
者雇
用率
制度

適性や安全面での就業制限と就労可能性拡大の両立の制度

現状と今後の課題障害者の職業適性や安全配慮
による特定の職種の就業制限

の必要性の反映

障害者差別禁止や合理的配慮
等による障害者の就労可能性

の拡大の反映

フランス
有

6%

「特別な適性を要する雇用
（ECAP）」36職種を制定。ECAP

従業員数により拠出金の減額
が認められる。雇用率カウント
の除外は2005年に廃止済

2018年から「本質的で決定的な

職務要件」と「就労環境の合理
的配慮」を考慮して、36職種の

データ収集や業界意見を踏まえ
た見直しの検討の継続中

当面36職種は維持。同僚

や公衆の安全の確保を
重視しつつ、好事例指針
の更新等により該当職種
での雇用を推進

ドイツ 有

5%

1974年～就業制限のある職種

があっても除外率なしで雇用率
が達成できる制度：事業所より
広い雇用主単位での雇用率カ
ウント、短時間勤務等のカウン
ト、ダブル／トリプルカウント

事業主の長期的人事計画と効
果的な職業紹介による雇用率
達成の支援。効果的で負担の
少ない配慮・調整の実施のため
の支援と助成金の整備

事業主が、障害者が仕事
をすることを想像できない
ことが、雇用率未達成の
第一の原因として、国の
啓発や率先的雇用

米国

無

適正な安全配慮や職務適性基
準等は、障害者差別禁止に優
先することの明確化

障害者から差別の訴えがあった
場合には、障害者差別禁止によ
る判断が優先し、安全配慮法制
や事業主の職務適性基準等が
必須のものと認められない場合
は、ケースバイケースで見直し
が必要

2008年障害のあるアメリ

カ人法改正により、職務
再設計やジョブコーチ支
援を含む合理的配慮によ
り、障害者が職業におけ
る有資格者となれること
を明確化し、支援実施

（参考）
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１ 除外率制度について

2



１ 障害者雇用促進法では、障害者の職業の安定のため、法定雇用率を設定している。
現在の民間事業主の法定雇用率・・・２．２％（令和３年３月より２．３％）

２ 一方、機械的に一律の雇用率を適用することになじまない性質の職務もあることから、障
害者の就業が一般的に困難であると認められる業種について、雇用する労働者数を計算
する際に、除外率に相当する労働者数を控除する制度（障害者の雇用義務を軽減）を設け
ていた。
除外率は、それぞれの業種における障害者の就業が一般的に困難であると認められる職
務の割合に応じて決められていた。

３ この除外率制度は、ノーマライゼーションの観点から、平成14年法改正により、平成16年
４月に廃止した。
経過措置として、当分の間、除外率設定業種ごとに除外率を設定するとともに、廃止の方
向で段階的に除外率を引き下げ、縮小することとされている（法律附則）。

４ 平成16年４月と平成22年７月に、それぞれ、一律に10ポイントの引下げを実施した。

除外率制度について

3



除外率設定業種 除外率

・非鉄金属製造業（非鉄金属第一次製錬精製業を除く。） ・倉庫業
・船舶製造・修理業、船用機関製造業 ・航空運輸業
・国内電気通信業（電気通信回線設備を設置して行うものに限る。）

５％

・採石業、砂・砂利・玉石採取業 ・水運業
・窯業原料用鉱物鉱業（耐火物・陶磁器・ガラス・セメント原料用に限る。）
・その他の鉱業

１０％

・非鉄金属第一次製錬・精製業
・貨物運送取扱業（集配利用運送業を除く。）

１５％

・建設業 ・鉄鋼業 ・道路貨物運送業 ・郵便業（信書便事業を含む。） ２０％

・港湾運送業 ２５％

・鉄道業 ・医療業 ・高等教育機関 ３０％

・林業（狩猟業を除く。） ３５％

・金属鉱業 ・児童福祉事業 ４０％

・特別支援学校（専ら視覚障害者に対する教育を行う学校を除く。） ４５％

・石炭・亜炭鉱業 ５０％

・道路旅客運送業 ・小学校 ５５％

・幼稚園 ・幼保連携型認定こども園 ６０％

・船員等による船舶運航等の事業 ８０％

除外率設定業種及び除外率

4※除外率設定業種は、総務省編日本標準産業分類の中分類に限らない。



新規スライド（１～２枚） ＞促進

5

（参考）除外率設定業種別の変遷について①

除外率設定業種 昭和51（1976）年～ 平成16（2004）年４月～ 平成22（2010）年7月～現在

タイヤ・チューブ製造業 10％ 廃止 －

窯業・土石製品製造業 10％ 廃止 －

金属製品製造業 10％ 廃止 －

一般機械器具製造業 10％ 廃止 －

ガス業 10％ 廃止 －

その他の修理業 10％ 廃止 －

有機化学工業製品製造業 15％ ５％ 廃止

石油製品・石炭製品製造業 15％ ５％ 廃止

輸送用機械器具製造業（船舶製造・修理業、舶用機関製
造業を除く。）

15％ ５％ 廃止

その他の運輸に付帯するサービス業（通関業及び海運仲
介業を除く。）

20％ 10％ 廃止

電気業 20％ 10％ 廃止

非鉄金属製造業（非鉄金属第一次製錬・精製業を除く。） 25％ 15％ ５％

船舶製造・修理業、舶用機関製造業 25％ 15％ ５％

航空運輸業 25％ 15％ ５％

倉庫業 25％ 15％ ５％

国内電気通信業（電気通信回線設備を設置して行うもの
に限る。）

25％ 15％ ５％

採石業、砂・砂利・玉石採取業 30％ 20％ 10％

窯業原料用鉱物鉱業（耐火物・陶磁器・ガラス・セメント原
料用に限る。）

30％ 20％ 10％

その他の鉱業 30％ 20％ 10％

水運業 30％ 20％ 10％



6

（参考）除外率設定業種別の変遷について②

除外率設定業種 昭和51（1976）年～ 平成16（2004）年４月～ 平成22（2010）年７月～現在

非鉄金属第一次製錬・精製業 35％ 25％ 15％

貨物運送取扱業（集配利用運送業を除く。） 35％ 25％ 15％

建設業 40％ 30％ 20％

鉄鋼業 40％ 30％ 20％

港湾運送業 45％ 35％ 25％

鉄道業 50％ 40％ 30％

医療業 50％ 40％ 30％

高等教育機関 50％ 40％ 30％

林業（狩猟業を除く。） 55％ 45％ 35％

金属鉱業 60％ 50％ 40％

児童福祉事業 60％ 50％ 40％

特殊教育諸学校（専ら視覚障害者に対する教育を行う学校を除く。） 65％ 55％ 45％

石炭・亜炭鉱業 70％ 60％ 50％

道路旅客運送業 75％ 65％ 55％

小学校 75％ 65％ 55％

幼稚園 80％ 70％ 60％

船員等による船舶運航等の事業 100％ 90％ 80％



除外率設定業種の実雇用率推移（H20～R02）
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H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R01 R02

全体 22 （鉄鋼業/20%） 42 （鉄道業/30%） 43 （道路旅客運送業/55%） 44 （道路貨物運送業/20%） 46 （航空運輸業/5%） 47 （倉庫業/5%）

法定雇用率
2.0％→2.2％

法定雇用率
1.8％→2.0％

H22.7
除外率10ポイント

引き下げ

※１ 障害者雇用状況の集計結果より集計。除外率設定業種のうち、産業中分類として集計可能な業種のみ抜粋。ただし、郵便業については企業数が概ね一桁のため掲載していない。
※２ 全体の実雇用率は全産業の数値。

・ 除外率設定業種のうち、産業中分類として集計可能な業種のみ抜粋。

・ 除外率が設定されている業種について実雇用率の推移をみると、平成23年以降は概ね上昇傾向である。

7

43道路旅客業（55％）

倉庫業（５％）

44鉄道貨物運送業
（20％）

42鉄道業（30％）

46航空運輸業（５％）

全体

22鉄鋼業（20％）



２ 自宅や就労施設等での障害者の就業機会
の確保について

8



在宅就業障害者支援制度について

（独
）高
齢
・障
害

・求
職
者

雇
用
支
援
機
構

※１ 自宅や就労移行支援事業所等において就業する障害者（雇用されている者を除く）
※２ 常用労働者100人以下の事業主で、障害者雇用率４％以上又は年間雇用障害者数が72人以上である事業主に対しては、在宅就

業障害者特例報奨金を支給。支給額＝（①発注額・年額＋②対価額・年額）/35万円×17,000円。
※３ 厚生労働大臣による在宅就業支援団体としての登録を受けてた団体。当該団体は、在宅就業障害者の就業機会の確保・提供の

ほか、職業講習、就職支援等の援助を実施。令和２年７月現在、23団体。

○ 在宅就業障害者（※１）に仕事を発注する企業（常用労働者100人超）に対して、障害者雇用納付金制度において、在宅
就業障害者特例調整金を支給する。

○ 在宅就業支援団体を介して在宅就業障害者に仕事を発注する場合も、支給の対象となる。

在宅就業
障害者（※１）

自宅
就労移行支援
事業所 等

企業 在宅就業
支援団体
（※３）

仕事提供・
②対価支払

①発注

発注

＜特例調整金＞※２

（①発注額・年額＋②対価額・年額）

35万円

＊上限額＝21,000円×各月の雇用障害者の年度合計数

× 21,000円

9

＜在宅就業支援団体の登録要件＞
（１）常時10人以上の在宅就業障害者に対して、次の業務の全てを継続的に実施していること。
・ 就業機会の確保・提供 ・ 業務を適切に行うための職業講習又は情報提供の実施
・ 業務を適切に行うための助言その他の援助 ・ 雇用による就業を希望者に対する助言その他の援助

（２）実施業務の対象である障害者の障害に係る知識を有する者であって、当該障害者に援助を行う業務に１年以上従事し、かつ企
業・福祉施設等において営業・購買等の業務に従事した経験等を有する従事経験者２人以上が（１）の業務を実施すること

（３） （２）に加え、在宅就業支援団体の事業所に常勤する１名の専任の管理者（従事経験者である者に限る。）が置かれていること



在宅就業障害者支援制度の対象となる発注パターン

パターン①

10

パターン② パターン③

障害者
企業

業務発注

報酬
就業場所

障害者
企業

在宅就業支援団体

請負
契約

報酬

登録

通所 仕事の対価
支払い

障害者
企業

在宅就業支援団体
（就労移行支援事業所、就労継続支援B型事業所）

請負
契約

報酬

登録

通所
（施設外就労）

仕事の対価
支払い

就業
場所

就業
場所

パターン①

企業が在宅障害者に直接発注し、障害者は自宅において業務
を行う。

パターン②

企業が在宅就業支援団体に発注する。団体に登録している障
害者は、当該事業所または障害者の自宅において業務を行う。

パターン③

企業が在宅就業支援団体に発注する。団体は就労継続支援Ｂ
型事業等を行っており、団体に登録している障害者は、当該事
業の利用者でもある。団体に登録している障害者は、施設外就
労として、発注企業において業務を行う。

就業場所

10
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在宅就業障害者特例調整金の支給を受けた事業主の数と支給総額

直接発注の事業主数 在宅就業支援団体を利用する事業主 支給総額

在宅就業障害者支援制度の活用実績

○ 在宅就業障害者特例調整金の支給総額は、制度創設以来、全体的に増加している。
○ 支給事業主数は伸び悩んでいる。また、制度創設時に比べて、在宅就業障害者に直接発注する事業主よりも、在宅就業
支援団体を利用する事業主の方が多くなっている。

（事業主数）（万円）

年度 H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R元年度

在宅就業支
援団体数 - 17 19 20 21 23 23 23 22 20 22

11



在宅就業障害者の事例

12

事例① 直接発注

・ 事業会社を立ち上げた１年後に網膜色素変

性症を発症した障害者が、その会社からの業

務委託として在宅で就業。

・ 在宅障害者は、15台のサーバ管理とユー

ザーサポートの業務を担当。

・ ２週間に１度程度、電話やスカイプで仕事の

進捗等を互いに確認している。

事例③ 障害者支援団体を介した発注

・ モバイルに特化した企業において、ユー

ザーの投稿物に不適切な内容がないかを監

視するモニタリング業務を在宅就業で実施。

・ 東京の企業が、長野の障害者支援団体を

介して発注。

・ 企業は在宅就業をトライアルと位置づけ、

平成30年１月１日までに９名が正社員として

採用。

（出典）厚生労働省 平成29年度「在宅就業障害者マッチング事例集」

・ 両手・両足の運動機能障害がある障害者

が、在宅で業務を受注。

・ 手書き図面をＣＡＤシステムによりＰＣ上で

トレースする業務を月に２～３回受注し、10

件前後を納品。

・ 在宅障害者は、職業能力開発校におい

て、ＣＡＤ操作と建築の基礎を学び、一度就

職するも、通勤が厳しいと感じ、地元で在宅

就業を行う。

・ 食品スーパーにおいて、在宅就業支援団

体を介して、施設外就労として計９名の障

害者を受入れ。

・ バックヤード業務や店内清掃等の業務を

発注し、障害者は各店舗月１～２回のペー

スで、11店舗をまわる。

・ 指導役として在宅就業支援団体の職員を

１名配置。

・ この施設外就労をステップに就職する障害者もいる。

事例② 直接発注

事例④ 障害者支援団体を介した発注

手書き図面（上）とトレース図面（下）



在宅就業障害者支援制度に関するアンケート結果① ー在宅就業支援団体、都道府県労働局回答ー

○ 申請手続きの煩雑さ
・ 制度が複雑で理解するのに時間がかかる。申請書類や、調査項目が多すぎる
・ 在宅就業障害者の個人情報（手帳の写し等）を収集するに当たり、本人の理解が得られず、説明に苦慮し
た 等

○ 在宅就業支援団体の登録要件
・ 手帳所持者に限定されているなど、登録要件である在宅就業障害者の10人以上の確保に苦慮
・ 就労継続支援B型の事業所の場合、就労継続支援A型への移行計画を作成する必要があったこと（※）

○ 管理者等の確保
・ 従事経験者の要件が厳しく、障害者の在宅就業の知識及び経験を有する者の確保が困難
・ 管理者等３名の確保と人件費の捻出が困難

○ 団体側の事務的な経費等の捻出が困難
・ 実施業務を行うために必要な設備（実施業務を行うのに必要な事務所、在宅就業障害者との連絡を行うため
の通信施設等）を有することとする規定があるが、経費の補助がない

○令和２年12月に、全国の在宅就業支援団体及び各都道府県労働局に対し、在宅就業障害者支援制度に係るアンケートを実施。

○在宅就業支援団体の登録に当たっては、申請手続きの煩雑さ、登録要件や経費の確保が課題となっている。

団体の登録
申請において
苦慮した点

（在宅就業支援団
体回答）

○ 登録要件を満たしていない
・ 新規に事業立ち上げの場合、常時10人以上の在宅就業障害者を確保できない
・ 在宅就業障害者に係る業務実績の不足

○ 事務手続きの煩雑さ
・ 在宅就業障害者及び発注元事業主双方との契約の締結が必要

団体の登録
申請に至らな
かった理由

（都道府県労働局
担当者回答）

13

※在宅就業障害者支援制度の対象となる場所の要件は、自宅、障害者が物品製造業務を実施するために必要な施設及び設備を有する場所、職業準備訓練が行われる場所のほか、下記の通り。
①就労移行支援事業所
②就労継続支援B型事業所（就労移行支援体制加算の対象となっている事業所又は、都道府県の定める工賃向上計画以上の目標を設定した工賃向上計画を策定しており、就労継続支援A型事業所
への移行計画を策定している又は就労継続支援B型計画において雇用への移行を目指す利用者がいると見込まれる事業所に限る）

③地域活動支援センター（都道府県の定める工賃向上計画以上の目標を設定した工賃向上計画を策定しており、就労継続支援A型事業所への移行計画を策定している又は利用者ごとの支援計画にお
いて雇用への移行を目指す利用者がいると見込まれる事業所に限る）



在宅就業障害者支援制度に関するアンケート結果② ー在宅就業支援団体回答ー

○制度の名称変更
・ 障害者の自宅以外の就労（施設外就労や団体の事業所）も対象に含まれるため、制度の目的が不明確

○ 在宅就業支援団体制度の周知・認知度の向上
・ 障害者や企業向けの分かりやすい簡単な資料を作成する
・ 複雑な制度のため、専門の相談窓口を設置する
・ 社会的認知度が上がるように広報を行う

○ 登録申請要件の見直し
・ 在宅就業支援団体の登録申請時の書類を減らす
・ 業務実績がないと登録できないため、新規参入が困難
・ スキルが高い者は企業に就職し、本制度を活用して就労する人材が限られるため、就労継続支援A型事業所
の利用者も対象とする
・ 手帳を所持していないが診断を受けている障害者も制度の対象とする

○ 特例調整金の支給要件等の見直し
・ 発注額が小さいと特例調整金が支給されないため、少額発注でも特例調整金の支給対象とすべき

○ 在宅就業支援団体の負担軽減
・ 在宅就業支援団体になると企業からの業務受注が増えるようなシステムに見直すべき
・ 定期報告や、在宅就業支援団体から企業に交付する発注証明書等の事務作業が多いが、当該作業に要する
支援団体への報酬がない
・ 新規の発注企業開拓のための人員や、必要な設備投資の費用の確保ができないが、管理者や指導員の人件
費、在宅就業障害者への訓練に係る費用の助成がない

○ 発注額に応じて、発注元企業への障害者法定雇用率に算定する

○登録団体数を増やすための方策や制度の課題として、在宅就業支援制度の名称変更や、団体の申請登録要件、在宅就業障害

者特例調整金の支給要件の見直し、在宅就業支援団体の負担軽減等があげられている。

14

在宅就業障害
者支援制度の
課題等

（在宅就業支援団体
回答）



在宅就業障害者支援制度に関するアンケート結果③ ー在宅就業支援団体回答ー

○在宅就業障害者のスキルや意欲の向上や、仕事の発注元企業等への就職に結びつく事例もあり、一般就労に繋がる効果が見られ

ている。

団体の登録
申請に至らな
かった理由

（都道府県労働局
担当者回答）

○ 在宅就業障害者のスキルや意欲の向上
・ スキル向上のための意欲が高まった
・ 障害者のスキルや業務への対応力が高まった
・ 仕事への自信がついた

○ 就職に結びついた
・ 必要なスキルを身につけ、企業へ在宅勤務での就職ができた
・ 在宅就業障害者が業務の成果や就業意欲を評価され、発注元企業へ就職した
・ 発注元企業（施設外就労）との契約の際に、将来的に障害者を直接雇用することを目的であると意思確
認して、定期的に発注元との直接雇用に結びつけている

15

在宅就業障害者
の一般就労に
繋がる効果

（在宅就業支援団
体回答）



３ 中小企業における障害者雇用の促進について
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企業規模別実雇用率 企業規模別達成企業割合(%) (%)

(45.5 ～100人未満)※

(全体)

(500～1000人未満)

(100～300人未満)

2.36

2.15

2.15

2.02

1.99

1.74

(500～1000人未満)

(1,000人以上)

(300～500人未満)

（全体）

(100～300人未満)

(45.5～100人未満)※

45.9

52.4

48.6

44.1

46.7

60.0

※平成24年までは56～100人未満、平成29年までは50～100人未満
※平成30年からは45.5～100人未満

※平成24年までは56～100人未満、平成29年までは50～100人未満
※平成30年からは45.5～100人未満

○ 全体として実雇用率は順調に伸びているものの、特に中小企業の取組が遅れている。

障害者の雇用の状況（企業規模別）①

(1,000人以上)

(300～500人未満)

17出典：障害者雇用状況報告



障害者の雇用の状況（企業規模別）②

○ 法定雇用率の未達成企業、及び障害者の雇用数が０人である企業（いわゆる「ゼロ企業」）を規模別にみると、300人未
満の企業が大半を占める。

○ 未達成企業に占めるゼロ企業の割合をみると、45.5人以上100人未満の未達成企業の９割はゼロ企業。

0

10000

20000

30000

40000

50000

60000

未達成企業 ０人企業

45.5-100未満 100-300未満 300-500未満 500-1000未満 1000人以上

300-500

（資料出所）令和２年 障害者雇用状況の集計結果

（企業数） 企業規模別未達成企業数及び障害者ゼロ企業数

45.5-100

100-300

500-1000

1000

企業規模
未達成企業に
占めるゼロ企業

の割合

1000人以上
0.07％

（１／1,387）

500-1000未満
0.16％

（４／2,566)

300-500未満
0.99％

（39／3,956)

100-300未満
28.66％

（5,020／17,513)

45.5-100未満
93.26％

（25,478／27,320)

（注）括弧内はゼロ企業数／未達成企業数
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中小企業における障害者雇用の課題

（資料出所）独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構「中小企業における初めての障害者雇用に係る課題と対応に関する調査」（2012）

（注１）2009年10月１日以前に障害者を雇用したことがなく、2010年６月２日から2011年６月１日の間に初めて障害者を雇用した、と回答した企業。

（注2）該当する全ての項目について複数回答の上、そのうち「最大の理由」を一つ選択。

障害者の職場定着や新たな雇用に当たっての必要な支援

○ 300 人以下規模の企業であって、初めて障害者を雇用した（注１）と回答があった中小企業について調査を行った。
○ 同調査によると、障害者雇用に関するノウハウの不足が課題であるといった回答が多くみられる。

8

8

10

17

19

26

29

31

32

36

0 10 20 30 40

無回答

その他

作業環境の改善等についての助言

支援を体系的に活用するための

コーディネート

作業内容、作業手順の見直し等、

職務内容に関する助言

職場実習やトライアル雇用

雇用形態や労働条件の設定、

受入れ態勢の整備等に関する助言

障害者雇用に関する法律・制度等に

ついての詳細な情報の提供

職場定着、さらにその後の職業生活の持続の

段階における外部の支援機関等からの支援

採用経路、求職者についての情報提供

14

12

2

1

2

3

4

13

3

14

42

5

17

2

4

8

18

19

33

35

36

61

0 10 20 30 40 50 60 70

無回答

その他

企業トップの理解が得られなかった

現場社員の理解が得られなかった

関心がなかった

施設・設備等、障害者受入れの

ハード面の整備が困難だった

障害種類や障害の配慮の必要点等を

よく知らなかった

労働条件の設定が困難だった

支援者・指導者の配置等、人的支援体制の

整備が困難だった

採用・選考に関するノウハウが乏しかった

職務の設定や作業内容、作業手順の

改善が困難だった

以前に障害者を雇用しなかった理由

（Ｎ＝１１０。複数回答）

複数回答

最大の理由(注2)
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＜認定のメリット＞

○ 自社の商品、広告等への認定マークの使用 ○ 求人票へのマークの表示 ○ 認定マークの使用によるダイバーシティ・働き方改革等の広報効果

○ 障害のない者も含む採用・人材確保の円滑化 ○ 好事例の相互参照・横展開 ○ 地方公共団体の公共調達等における加点の促進 等

障害者雇用に関する優良な中小事業主の認定制度について

○ 中小事業主については、法定雇用義務が課されているにもかかわらず依然として障害者を全く雇用していない企業（障害者雇用ゼ

ロ企業）が多い等、障害者雇用の取組が停滞している状況にある。

○ このため、従来の制度的枠組みに加え、個々の中小事業主における障害者雇用の進展に対する社会的な関心を喚起し、障害者

雇用に対する経営者の理解を促進するとともに、先進的な取組を進めている事業主が社会的なメリットを受けることができるよう、障害

者雇用に関する優良な中小事業主に対する認定制度を創設した。（令和２年４月１日施行）

大項目 中項目 小項目

取組
（アウトプット）

体制づくり ①組織面、②人材面

仕事づくり ③事業創出、④職務選定・創出、⑤障害者就労施設等への発注

（障害特性に配慮した）環境づくり ⑥職務環境、⑦募集・採用、⑧働き方、⑨キャリア形成、⑩その他の雇用管理

成果
（アウトカム）

数的側面 ⑪雇用状況、⑫定着状況

質的側面 ⑬満足度、ワーク・エンゲージメント、⑭キャリア形成

情報開示
（ディスクロージャー）

取組（アウトプット） ⑮体制・仕事・環境づくり

成果（アウトカム） ⑯数的側面、⑰質的側面

＜認定基準の項目＞

注）①～⑰の評価項目のうちの２項目までについて、連携先の就労支援機関等が、認定基準に該当する旨
（①～⑩又は⑮～⑰については「優良」（１点）、⑪～⑭については「良」（２点））を定性的又は定量的に証することを可能とする。

○ 雇用不足数が０であって、障害者を１人以上雇用し、障害者雇用促進法及び同法に基づく命令その他関係法令に違反する重大な事実がない事業主のう
ち、以下の評価項目ごとに加点方式で採点し、一定以上の得点のある事業主を認定する。
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障害者雇用に関する優良な中小事業主の認定制度（もにす認定制度）の認定状況について

1 福島労働局 令和2年10月21日 有限会社　利通 非該当

2 東京労働局 令和2年11月12日 丸紅オフィスサポート株式会社 該当

3 東京労働局 令和2年11月12日 東京グリーンシステムズ株式会社 該当

4 東京労働局 令和2年11月12日 社会福祉法人フレスコ会 非該当

5 東京労働局 令和2年12月24日 楽天ソシオビジネス株式会社 該当

6 東京労働局 令和2年12月24日 株式会社ココカラファインソレイユ 該当

7 東京労働局 令和2年12月24日 ぜんち共済株式会社 非該当

8 東京労働局 令和2年12月24日 株式会社ドム 非該当

9 神奈川労働局 令和2年12月24日 富士ソフト企画株式会社 該当

10 神奈川労働局 令和2年12月24日 藤沢市資源循環協同組合 非該当

11 神奈川労働局 令和2年12月24日 ダンウェイ株式会社 非該当

12 岐阜労働局 令和2年10月21日 株式会社OKBパートナーズ 該当

13 愛知労働局 令和2年10月22日 株式会社三交イン 非該当

14 三重労働局 令和2年12月22日 百五管理サービス株式会社 該当

15 大阪労働局 令和2年12月2日 株式会社　美交工業 非該当

16 大阪労働局 令和2年12月2日 レッキス工業　株式会社 非該当

17 大阪労働局 令和2年12月2日 株式会社　あしすと阪急阪神 該当

18 大阪労働局 令和2年12月21日 株式会社　スミセイハーモニー 該当

19 島根労働局 令和2年11月25日 社会福祉法人壽光会 非該当

20 山口労働局 令和2年12月24日 株式会社カン喜 非該当

21 徳島労働局 令和2年10月21日 はーとふる川内株式会社 該当

22 愛媛労働局 令和2年11月2日 株式会社和光ビルサービス 非該当

特例子会社管轄労働局 認定年月日 事業主名称

（令和２年12月末時点）
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・障害者と共に働くことに対する社長の考えや心構えを記した携帯用カードを作成し全社員に配布
・精神保健福祉士等からなる相談窓口を設置し、会社生活を送るにあたり、抱える不安や悩みをいつでも気軽に相談できる体制を整備
・障害当事者である部長・課長が担当部署をマネジメントし、職位別の経営会議、情報連絡会に参加して当事者目線で課題を解決

認定企業の得点傾向と取り組みの具体例

①組織面

・設立当初の障害者の業務はオフィスサポート業務のみであったが、健常者や委託業者が担っていた売店、メール業務を新たに任せることとしたほか、新規に研修
運営・清掃・リネンサプライ・障害者雇用農園（アグリ事業部）を立ち上げた等、障害者の新たな職域を開発

③事業創出

○ 認定企業２２社の得点傾向をみると、以下の項目等で得点している企業が多い。

・Ⅰ取組（アウトプット）のうち①組織面、③事業創出、⑥職務環境、⑦募集・採用

・Ⅱ成果（アウトカム）のうち⑪雇用状況、⑫定着状況

・ （多品種少量生産方式を導入し、多様な業務を創出した結果、個々の障害特性に応じた業務の割り当てが可能となり）雇用義務が生じない事業所にも
関わらず、法定雇用率の６倍以上という高い雇用率を維持している
・（振り返り面談の際に保護者に同席してもらったり、定期的な相談を行う際に手話通訳者を手配するなど、手厚いサポート体制を確立した結果）過去３年
間に採用した障害者の就職１年後の定着率100％

⑪雇用状況、⑫定着状況

・多岐にわたる全ての業務をマニュアル化し、誰でも均一な成果が出せるよう工夫。ミスがメンタル低下につながりやすい精神障害者の安定的な業務遂行を実現
・障害特性や障害の進行状態に基づく本人の希望を丁寧に把握し、通勤時間や勤務か日数の柔軟化、短時間勤務、在宅勤務を導入
・PC貸与や、オンライン環境を整備しテレワークを実施

⑥職務環境

・適切な担当業務のマッチングを実現するため、支援機関から障害者各人の能力や適性に係る情報を具体的に把握
・地域の特例子会社の見学や特別支援学校から職場実習受入れにより、採用にあたり留意する事項を具体化

⑦募集・採用

22

＜具体的な取組事例＞



就職

○ 法定雇用率の2.3％への引き上げを控え、企業の障害者雇用への意欲は高まっているが、障害求職
者の大半を占める精神障害者の雇用管理ノウハウが乏しく、採用に不安・懸念を抱くという問題があ
る。

○ このため、新たに精神障害者雇用トータルサポーターを配置し、従来から配置している就職支援
コーディネーターによる企業向けチーム支援に加え、精神科医療機関等関係機関と連携するなど、精
神障害者の雇い入れに重点を置いた支援を実施する。

就職支援コーディネーター113人 ＋ 精神障害者雇用トータルサポーター47人

応募者像を踏まえたマッチング支援 採用からの切れ目ない定着支援

精神科
医療機関

連携 連携

企業
企業

精神科
医療機関等
関係機関

令和２年度補正追加額 43,736千円
令和３年度予定額 981,530(638,490)千円障害者雇用ゼロ企業等を対象とした「企業向けチーム支援」の実施

精神障害者雇用
トータルサポーター
（企業支援分）

就職支援
コーディネーター

雇用指導官

ハローワーク

従来の企業向けチーム支援
（雇用率達成指導を活用した職場開拓）
（企業の人材・障害者雇用の課題の把握）に加え、
個々の精神障害者の強み・必要な配慮を把握した上
で、企業に対し、具体的な働き方・職場環境整備を
提案（活用できる助成金等も説明）

企業

支援
支援

ハローワーク

精神障害者雇用
トータルサポーター
（企業支援分）

採用後も引き続き、
・把握した情報を関係機関で共有
・必要に応じ支援機関をコーディネート
した上で、継続的に職場訪問等による
定着支援を実施（助言、同僚向け研修等）
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障害者雇用数３人

特定事業主

不足数２人

特定事業主

不足数１人

特定事業主

超過数２人

企業Ａ

企業Ｂ

事業協同組合

障害者雇用数１人
（雇用義務数０人）
→ 通算はできない

①

②

障害者雇用数３人
→ 雇用促進事業に
参加していないの
で通算はできない

雇用促進事業に参加

事業協同組合等算定特例①

中小企業が事業協同組合等を活用して共同事業を行い、一定の要件を満たすものとして厚生労働大臣の認定を受けたものに

ついて、その事業協同組合等とその組合員である中小企業（特定事業主）における実雇用率を通算することができる。

24

（１） 事業協同組合等の組合員であること。
（２） 雇用する常用労働者の数が45.5人以上であること。

（３） 子会社特例、関係会社特例、関係子会社特例又は他の特定
事業主特例の認定を受けておらず、当該認定に係る子会社、関
係会社、関係子会社又は特定事業主でないこと。

（４） 事業協同組合等の行う事業と特定事業主の行う事業との人的
関係又は営業上の関係が緊密であること。（具体的には、特定事
業主からの役員派遣等）

（５） その規模に応じて、それぞれ次に掲げる数以上の障害者を雇
用していること。
ア 常用労働者数167人未満 要件なし
イ 常用労働者数167人以上250人未満 障害者1人
ウ 常用労働者数250人以上300人以下 障害者2人

（１） 事業協同組合、水産加工業協同組合、商工組合又は商店街振興組合であること。

（２） 規約等に、事業協同組合等が障害者雇用納付金等を徴収された場合に、特定事業主における障害者の雇用状況に応じて、障害者雇用納付金の経費を特定
事業主に賦課する旨の定めがあること。

（３） 事業協同組合等及び特定事業主における障害者の雇用の促進及び安定に関する事業（雇用促進事業）を適切に実施するための計画（実施計画）を作成し、
この実施計画に従って、障害者の雇用の促進及び安定を確実に達成することができると認められること。

（４） 自ら1人以上の障害者を雇用し、また、雇用する常用労働者に対する雇用障害者の割合が、20%を超えていること。
（５） 自ら雇用する障害者に対して、適切な雇用管理を行うことができると認められること（具体的には、障害者のための施設の改善、専任の指導員の配置等。）。

事業協同組合等の要件

特定事業主の要件

事業協同組合等及び特定事業主で実雇用率を通算 → 合計 超過数２人

組合員として事業協同組合等の協同事業に参加している企業で
あっても、
① 障害者の雇用義務が０人である企業
② 雇用促進事業には参加しない企業
は、この特例対象にはならず、通算はできない。



障害者雇用数
１人

事業協同組合等算定特例②LLPについて

平成29年より、国家戦略特区においては、「有限責任事業組合（LLP）」が事業協同組合等算定特例制度の認

定対象に加わった。
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○ＬＬＰの特例の概要

有限責任事業組合
（LLP）

雇用促進事業に参加

特定事業主
（A水産）

特定事業主
（B工業）

特定事業主
（C農業）

・ 異業種の企業の参画がより期待できる
・ 設立手続きが簡単（行政の許認可等が不要）

仙北市、仙台市、新潟市、東京圏（東京都、神奈川県、
千葉市、成田市）、愛知県、関西圏（大阪府、兵庫県、
京都府）、養父市、今治市、福岡市・北九州市、沖縄県
の合計10区域 （令和２年12月時点）

（出典：内閣府地方創生推進事務局ホームページ）

○ 以下の要件を満たした上で、事業協同組合等の特例認定と同様の要件を満たす必要がある。
（１） 中小企業者又は小規模の事業者のみがその組合員となっていること。
（２） 国家戦略特別区域障害者雇用創出事業が実施される国家戦略特別区域内のみに事業所を有していること。
（３） その組合員たる事業主が雇用する労働者の数が常時45.5人以上であること。

（４） 有限責任事業組合契約に関する法律（平成17年法律第40号）第４条第１項に規定する組合契約書（以下「組合契約書」という。）に、その存続期間の満了の
日までに更新しない旨の総組合員による決定がない限り当該存続期間が更新される旨が記載又は記録されていること
（５） 組合契約書に、組合員は、総組合員の同意によらなければ、その持分を譲り渡すことができない旨が記載又は記録されていること

（６） 組合契約書に、業務執行の決定が、総組合員の同意又は総組合員の過半数若しくはこれを上回る割合以上の多数決により行われる旨が記載又は記録さ
れていること
（７） 事業を行うために必要な経営的基礎を欠く等その目的を達成することが著しく困難であると認められないこと

○ 令和２年６月１日現在で、特例認定を受けているLLPは１件である。

国家戦略特区指定区域一覧

要件等

LLPの特徴
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23.6.1
（2011）

24.6.1
（2012）

25.6.1
（2013）

26.6.1
（2014）

27.6.1
（2015）

28.6.1
（2016）

29.6.1
（2017）

30.6.1
（2018）

元.6.1
（2019）

2.6.1
(2020)

組合数 １ １ ２ ２ ２ ４ ５ ５ ６ 8

障害者数（人） 20.5 22.5 38.5 34.0 33.5 95.0 125.5 126.5 143.5 180.5

うち身体 12.0 10.5 19.0 17.0 15.5 48.5 65.0 61.0 74.5 79.5

うち知的 7.0 11.0 18.5 14.5 17.0 33.0 43.0 46.0 48.5 52.5

うち精神 1.5 1.0 1.0 2.5 1.0 13.5 17.5 19.5 20.5 48.5

障害者数（人）

【実人員】
（15） （15） （31） （33） （28） （92） （128） （122） （136） （169）

事業協同組合等算定特例における雇用状況
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事業協同組合等算定特例制度アンケートまとめ①

令和２年６月１日現在で事業協同組合等算定特例認定を受けている組合に対してアンケート調査を実施（回答数 ７組合）
また、特例認定を行う都道府県労働局に対してもアンケートを実施（回答数 47労働局）

〈障害者雇用率制度〉
・ 各種報告や申請が組合事務局に一本化されること
・ 特定事業主同士で障害者雇用を補完できること

〈採用及び定着関係〉
・ 組合が主となり障害者雇用求人をまとめることで、求職者に対して複
数の雇用形態や就労環境を提案でき、マッチングの成功率が上がっ
たこと
・ 自社の人事管理だけでは重度障害者等きめ細やかな支援を要する
労働者に対する支援が難しいが、組合が支援することで対応できてい
ること

〈業務確保に関すること〉
・ １社ではできない障害者雇用推進事業や、組合員に対して障害者雇用
を推進・啓発するといった、組合だからこそできる活動について行政発注
での評価項目にしてもらいたいが、なかなか進まない
・ 共同事業を展開するために拠点施設を確保せねばならず、そのための
固定経費が組合運営の大きな負担となっている

〈要件について〉
・ 労働局に特定事業主として認定されると、組合が取り消しを希望しても
原則として取り消されない（注１）
→ 組合加入後に当初の発注額を支払わない等、組合で定めた加入維
持要件に反する事業主がいた場合、脱退させられないと組合として
経営リスクを抱える恐れがある

①特例認定を受けるメリット
②組合を経営する上での

課題や問題点

（注１）障害者職業紹介業務取扱要領（令和２年４月20日改正）での規定
第３章第１節15特定事業主に係る特例
（略）
ホ 事業協同組合等及び特定事業主による対象障害者の雇用に関する事業の実施
なお、事業協同組合等及び特定事業主においては、対象障害者の雇用の促進及び安定を図るという制度の趣旨を理解した上で、次のａ及びｂに掲げる事項について、了承していることが必要で
ある。
ａ 障害者法第45条の３第６項に基づく認定の取消しを除き、事業協同組合等及び特定事業主が取消しを申し出たとしても、原則として特定事業主特例の認定は取り消されないこと。

ｂ 業務の移管などやむを得ない場合や本人が希望する場合を除き、特定事業主から事業協同組合等への対象障害者の配置転換を行わないこと。

【令和２年６月１日現在の認定組合（８組合）】
ビルメンテナンス業、介護事業といった同一業種の事業主で構成される組合が多い
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事業協同組合等算定特例制度アンケートまとめ②

・ 特別支援学校での出前講座の実施や職場実習の受入
・ 特別支援学校が実施する技能検定（清掃業務等組合が実施している
事業に関する技能検定）への審査員派遣
・ 求人活動を組合で統括

〈メリットの少なさ〉
・ 組合員が中小企業であることから、仕事量の確保が難しくメリットが少な
いと感じる
・ 障害者雇用を進めている企業は自社への調整金の配分が減少する可
能性がある
・ 組合内での調整金や納付金の調整が難しい
〈要件について〉
・ 特定事業主の認定に際して、一定数雇用すべき人数の要件（注２）を満た
すことができず断念した企業もある

③特定事業主の障害者雇用を促進するための取組 ④特例認定が進まないと考えられる理由

（注２）障害者の雇用の促進等に関する法律第四十五条の三第一項第四号の厚生労働大臣が定める数及び率並びに同項第六号の厚生労働大臣が定める数（平成２１年厚生労働省告示第６０号）
障害者の雇用の促進等に関する法律第四十五条の三第一項第四号の厚生労働大臣が定める数及び率並びに同項第六号の厚生労働大臣が定める数
第一条 略
第二条 法第四十五条の三第一項第六号の厚生労働大臣が定める数は、次の表の上欄に掲げる事業主の雇用する労働者（法第四十三条第一項に規定する労働者をいう。）の数に応じて、それぞれ同表の下欄に掲げる数とする。
事業主の雇用する労働者の数 厚生労働大臣が定める数
百六十七人未満 〇人
百六十七人以上二百五十人未満 一人
二百五十人以上三百人以下 二人

（注３）障害者職業紹介業務取扱要領（令和２年４月20日改正）での規定
第３章第１節15特定事業主に係る特例
（略）
ホ 事業協同組合等及び特定事業主による対象障害者の雇用に関する事業の実施
当該事業協同組合等が、自ら雇用する対象障害者である労働者及び当該特定事業主に雇用される対象障害者である労働者の雇用の促進及び雇用の安定に関する事業（以下「雇用促進事業」という。）をいう。）を適切に実施するため、
次の(ｲ)から(ﾊ)までの事項を含む計画（以下「実施計画」という。）を策定し、対象障害者である労働者の雇用の促進及び雇用の安定を確実に達成することができると認められることが必要である。

(ｲ) 雇用促進事業の目標（事業協同組合等及び特定事業主がそれぞれ雇用しようとする対象障害者である労働者の数に関する目標を含む。）
(ﾛ) 雇用促進事業の内容
(ﾊ) 雇用促進事業の実施時期

〈インセンティブの付与〉
・ 特例子会社と同様に、障害者優先調達の受注団体に認定し、優先発
注の対象としてほしい
・ 組合への発注にインセンティブを与えてほしい

〈要件について〉
・ 雇用義務のない組合企業（45.5人未満）の障害者雇用を組み入れら
れる仕組みにしてほしい

⑤本制度に関する要望

〈要件について〉
・ 事業協同組合の認定にあたって提出される実施計画（注３）の見直し
→ 実施計画を遂行していない場合、新たな特定事業主の追加を認めな
いことや、認定を取消すこと等の措置を検討すべき

〈周知等について〉
・ 認定組合が少なく情報が世間に出回っていないこと、また、メリットが少な
いことから、制度自体の周知が進んでいない

⑥労働局からの意見
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労働政策審議会障害者雇用分科会 委員名簿 

令和２年４月 24日現在 

（公益代表） 

◎ 阿部
あ べ

 正浩
まさひろ

 中央大学経済学部教授 

倉知
く ら ち

 延章
のぶあき

 九州産業大学人間科学部教授 

小原
こ は ら

 美紀
み き

 大阪大学大学院国際公共政策研究科教授 

武石
たけいし

 惠
え

美子
み こ

 法政大学キャリアデザイン学部教授 

○ 中川
なかがわ

 正俊
まさとし

 田園調布学園大学人間福祉学部教授 

長谷川
は せ が わ

 珠子
た ま こ

 福島大学行政政策学類准教授 

（労働者代表） 

内田
う ち だ

 文子
ふ み こ

 全日本電機・電子・情報関連産業労働組合連合会中央執行委員 

岡本
おかもと

 賢治
け ん じ

 サービス・ツーリズム産業労働組合連合会会長代理 

仁平
にだいら

 章
あきら

  日本労働組合総連合会総合政策推進局長 

森口
もりぐち

 勲
いさお

  全日本自動車産業労働組合総連合会副事務局長 

門
もん

﨑
ざき

 正樹
ま さ き

 全日本自治団体労働組合社会福祉局長 

（使用者代表） 

池田
い け だ

 三
み

知子
ち こ

 （一社）日本経済団体連合会労働政策本部長 

佐渡
さ ど

 康弘
やすひろ

 愛媛県ビル管理協同組合理事 

塩野
し お の

 典子
の り こ

 富士通ハーモニー（株）取締役 

高橋
たかはし

 陽子
よ う こ

 ダンウェイ（株）代表取締役社長 

山内
やまうち

 一生
か ず お

 （株）日立製作所人財統括本部人事勤労本部エンプロイリレーション部長 

（障害者代表） 

阿部
あ べ

 一彦
かずひこ

 （社福）日本身体障害者団体連合会会長 

小出
こ い で

 隆司
た か じ

 全国手をつなぐ育成会連合会副会長 

竹下
たけした

 義樹
よ し き

 （社福）日本視覚障害者団体連合会長 

眞壁
ま か べ

 博美
ひ ろ み

 （公社）全国精神保健福祉会連合会理事 

 

（分科会長＝◎、分科会長代理＝○）                     （五十音順、敬称略） 
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令和３年度 障害者雇用関係助成金の見直しについて

障害者雇用安定助成金

障害者職場定着支援コース

①柔軟な時間管理・休暇取得

②短時間労働者の勤務時間延長

③正規・無期転換

④職場支援員の配置

⑤職場復帰支援

⑥中高年障害者の雇用継続支援

⑦社内理解の促進

廃止

キャリアアップ助成金【二事業助成金内で移管】

【障害者正社員化コース】
障害のある有期雇用労働者等を正規雇用労働者等に転換した事業
主に対して助成

障害者介助等助成金【納付金助成金に移管】

【職場支援員の配置・委嘱助成金】
雇用する障害者の職場定着を図るために職場支援員を配置・委嘱

した事業主に対して助成

【職場復帰支援助成金】
中途障害等により１ヶ月以上の療養のための休職を余儀なくされ

た者の職域開発その他職場復帰のために必要な措置を講じた事業主
に対して助成

障害者職場適応援助コース

①訪問型職場適応援助者による支援

②企業在籍型職場適応援助者による支援

職場適応援助者助成金【納付金助成金に移管】

【訪問型職場適応援助者助成金・企業在籍型職場適応援助者
助成金】
職場適応援助者による援助を必要とする障害者のために、職場適
応援助者による支援を実施した事業主に対して助成
※同一の企業在籍型職場適応援助者は１回のみ

特定求職者雇用開発助成金

障害者初回雇用コース

トライアル雇用助成金

障害者トライアルコース

トライアル雇用助成金【制度拡充】

【障害者トライアルコース】
障害者がテレワークの勤務形態で働く場合に、最大６ヶ月（現行

３ヶ月）までトライアル雇用が可能

令和３年度の障害者雇用関係助成金は以下の見直しを行う予定。

令和２年度 令和３年度（予定）

参考資料２
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障害者雇用安定助成金の見直しについて

○ 今般、障害者雇用関係助成金の見直しを行い、これまで雇用保険を財源とした雇用保険二事業の障害者雇用安定助成金（職
場定着支援コース及び職場適応援助コース）において助成を行っていた措置の一部について、令和３年度以降、障害者雇用納付
金を財源とした納付金助成金として措置することとする。
具体的な内容は以下のとおり。

現行（職場復帰の支援） 見直し後（障害者介助等助成金）

対象障害者 ・身体障害者
・精神障害者（発達障害のみ有する者を除く）
・難病患者（361疾患）
・高次脳機能障害

変更なし

支給要件 ・ 雇用する労働者が中途障害となったこと等により、１か月以上の休職を余儀なくされた者
について、職場復帰後、対象障害者を継続して雇用していること。
・ 職場適応措置（① 時間的配慮関係、②職務開発等関係、③②に伴い、新たな職務に従
事することとなった対象労働者に対して実施する講習）を実施しなければ障害により適切な
雇用を継続することが困難であると認められるものに対し、職場適応の措置を実施すること。

変更なし

助成額 ①②：対象障害者1人につき4.5万円/月 [中小企業は６万円/月] (支給対象期間１年間)
③：２～９万円/６か月 [中小企業は３～12万円/半年] (支給対象期間１年間）

変更なし

現行（職場支援員の配置） 見直し後（障害者介助等助成金）

対象障害者 ・身体障害者 ・知的障害者 ・精神障害者
・発達障害者 ・難病患者（361疾患） ・高次脳機能障害

変更なし

支給要件 新たに対象障害者の雇い入れ、勤務時間延長、配置転換等の日から６か月以内に職場支
援員を雇用契約又は委嘱により配置すること

左記に加え、企業在籍型職場適応援助者による支
援終了後６か月以内に職場支援員の配置を行った
場合についても支給対象とすることとする。

助成額 ・雇用契約：障害者1人につき３万円/月 [中小企業は４万円/月] (２年間(精神障害者は３年
間))
(※)短時間労働者はそれぞれの半額

・業務委託：雇用契約と同じ
・委 嘱：委嘱１回当たり１万円（上限は４万円/月）

(２年間(精神障害者は３年間))

企業在籍型職場適応援助者による支援が終了した
ことを要件として申請する場合については、支給対象
期間は６か月とする。

障害者雇用安定助成金（職場定着支援コース）
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障害者雇用安定助成金（職場適応援助コース）

障害者雇用安定助成金の見直しについて

現行（訪問型・企業在籍型職場適応援助者による支援） 見直し後（職場適応援助者助成金）

対象障害者 訪問型・企業在籍型共通
・身体障害者 ・知的障害者 ・精神障害者
・発達障害者 ・難病患者(361疾患) ・高次脳機能障害者
・機構作成の職業リハビリテーション計画の中で職場適応援助が必要であると認
める者

変更なし

支給要件 地域センターが承認又は作成した計画に基づき、職場適応援助者による支援を行
うこと。

変更なし

助成額 ・訪問型(精神障害者以外)
実施日数×16,000円(４時間未満の場合は8,000円)
(※最長１年8か月）

・訪問型(精神障害者)     
実施日数×16,000円 (３時間未満の場合は8,000円)
(※最長２年８か月）

・企業在籍型(精神障害者以外)
実施月数×６万円[中小企業は８万円]
(※最長６か月(３年間で支援対象障害者１人当たり最大２回受給)）

・企業在籍型(精神障害者)
実施月数×９万円[中小企業は12万円]
(※最長６か月(３年間で支援対象障害者１人当たり最大３回受給)）

変更なし
※企業在籍型については、同一の申請事業主（事業
所）で、同一の企業在籍型職場適応援助者が助成対象
になるのは１回とすることを要領に規定する予定。
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今後の検討スケジュールについて（案）

障害者雇用分科会

 第１回（令和２年11月６日）
○ 今後の検討会の進め方について
○ 意見交換

 第２回（令和２年11月17日）
 第３回（令和２年12月11日）
○ 関係団体からのヒアリング

【ワーキンググループ（ＷＧ）開催】
３つのテーマ毎にＷＧを開催
各４回程度（令和２年12月～令和３年３月）
・ 各テーマに沿って論点整理
・ ＷＧとしての論点のとりまとめ

障害者雇用・福祉施策の連携強化に関する検討会

 第４回（令和３年３月上旬頃）
※ ヒアリングでの意見やＷＧの検討状況を踏まえ、適宜開催

 第５回以降（令和３年４月～）
○ ヒアリング等で出された意見の整理
○ ＷＧで整理された論点に沿って意見交換

※ 令和３年夏頃に、これまでの分科会での意見や、検討会の
報告書を踏まえて、論点を再整理し、更に議論を進める。

検討状況を
適宜報告

※ 令和３年６月頃を目途に報告書を取りまとめ予定。
障害者雇用分科会、障害者部会へ報告。

 令和３年１月22日
○ 障害者雇用率制度・納付金制度に関する各種論点について
（障害者雇用調整金及び障害者雇用納付金の適用等の在り方、
障害者雇用納付金財政の調整機能、障害者雇用率制度における
長期継続雇用の評価）【１.②, １.⑤, ２.①～２.③】

 令和３年２月19日
○ JEED「除外率制度の対象業種における障害者雇用に関する実態調
査」に係る報告 【１.⑥】

○ 障害者雇用率制度・納付金制度に関する各種論点について
（除外率制度に関する対応、自宅や就労施設等での障害者の就業
機会の確保、中小企業における障害者雇用の促進）【１.⑥, ３.②, 
３.⑥】

 令和３年３月12日
○ JEED「精神障害者である短時間労働者の雇用の実態調査～雇用
率算定方法の特例が適用される労働者を中心として～」に係る報告
【１.③】

○ 障害者雇用率制度・納付金制度に関する各種論点について
（精神障害者に関する雇用率のカウント 等）【１.③ 等】

 令和３年４月～
○ 障害者雇用率制度・納付金制度に関する各種論点について
（手帳を所持しない者、短時間勤務者など対象障害者の範囲につ
いて 等）【１.④ 等】

参考資料３－１



 

今後の検討に向けた論点整理 

 

１．雇用率制度の在り方について 

① 法定雇用率の引上げに関する検討について 

・ 今後の雇用率見直し時において、法定雇用率を計算式の結果に基づき設定した上で、

企業の障害者雇用状況や行政の支援状況等を勘案して、障害者雇用の質を確保する観

点から必要と考えられる場合に、当該法定雇用率までの引上げを段階的に行うように

運用することとし、その場合の具体的な引上げ幅や引上げ時期について当分科会で議

論することが適当である。 

・ 計算式の分子（雇用されている障害者）における就労継続支援Ａ型事業所の雇用者

の評価や、精神障害者の短時間労働者に係る雇用率のカウント（暫定措置として１カ

ウントとして算定）の取扱い等に係る論点が挙げられている。 

 

② 雇用率制度における就労継続支援Ａ型事業所の利用者の評価について【備考：雇用福

祉連携 PT】 

・ 障害者雇用率の設定のための計算式における就労継続支援Ａ型事業所の利用者の取

扱いをどうすべきか。 

 

③ 精神障害者に関する雇用率のカウントについて【備考：JEED調査】 

・ 精神障害者については令和４年度末まで短時間労働者について１カウントとされて

いるが、この特例について令和５年度以降どのようにするか。 

・ 身体・知的障害者と異なり「重度」といった取扱いがない精神障害者について、等

級に応じて、雇用率制度におけるカウントを上積みする等は考えられるか。また、そ

の他の評価の方法はあるか。 

 

④ 対象障害者の範囲について【備考：JEED調査】 

◇ 手帳を所持しない者の取扱いについて 

・ 精神通院医療の自立支援医療受給者証や指定難病の医療受給者証の交付者等の取

扱いをどう考えるか。 

・ 手帳不所持者について、就労困難性を客観的に評価することについてどう考える

か。 

・ 諸外国の状況も踏まえ、どのように考えるか。 

◇ 短時間勤務者の取扱いについて 

・ 短時間勤務者については特例給付金制度を創設したところ、週 20 時間未満の短

時間勤務者の取扱いについて、更にどのように考えるか。 

 

⑤ 中高年齢層等、長期継続雇用の評価について 

・ 中高年齢層等の長期継続雇用されている障害者についての雇用率制度におけるカウ

ントを上積みする等は考えられるか。また、雇用率におけるカウントのほか、評価の

方法はあるか。 
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・ 高齢者の活躍の促進や定着の促進、あるいは加齢による体力の低下等に応じた配慮

を行う観点も踏まえつつ、企業における中高年齢層の障害者の適切なアセスメントと

キャリア形成についてどのように考えるか。 

 

⑥ 除外率制度について【備考：JEED調査】 

・ 除外率設定業種における障害者雇用の進展状況等を踏まえ、除外率の廃止又は縮小

についてどう考えるか。 

 

 

２．納付金制度の在り方について 

① 中小企業に対する障害者雇用調整金及び障害者納付金制度の適用範囲の拡大について 

・ 障害者雇用調整金及び障害者納付金制度は 100人超の企業に適用されているが、こ

れを拡大すべきかどうか。 

・ 拡大する場合、範囲はどうするか。納付金の額の猶予等は必要か。中小企業におけ

る障害者の受入れ体制の整備や、支援機関等の中小企業に対する支援体制をどのよう

に考えるか。 

 

② 大企業及び就労継続支援Ａ型事業所に対する障害者雇用調整金の在り方 

・ 現行、多数の障害者を雇用している企業に上限なく調整金が支出されているが、経

済的負担を調整するという制度の趣旨の観点からどう考えるか。支給上限額等の設定

は考えられるか。 

・ 障害者雇用調整金の支給に当たっては一般企業における雇用者か就労継続支援Ａ型

事業所における雇用者かの区別はしていないが、就労継続支援Ａ型事業所の取扱いを

どう考えるか。障害福祉サービスの報酬との関係をどう考えるか。 

 

③ 障害者雇用納付金財政の調整機能について 

・ 給付金制度の財政運営の安定化に向け、障害者雇用調整金の支出についてどう考え

るか。単年度収支が赤字になった場合に赤字額の程度に応じて翌年度以降の調整金の

額を減額させる仕組み等の導入についてどう考えるか。 

 

 

３．その他 

① 雇用の質の向上について 

・ 雇用におけるソーシャルインクルージョンの促進についてどのように考えるか。 

・ 障害者が働きがいをもてる環境設定についてどのように考えるか。 

・ 合理的配慮の促進や、障害者のキャリア形成についてどのように考えるか。（再掲） 

 

② 自宅や就労施設等での障害者の就業機会の確保について【備考：雇用福祉連携 PT】 

・ 通勤等に困難を抱える障害者や、就労施設等における障害者の就業機会の確保のた

めのさらなる支援の在り方をどう考えるか。 



・ 障害者雇用率制度が直接雇用を基本としていることや、一般就労への移行を促進す

ることが重要であることを踏まえつつ、支援の方法をどのように考えるか。 

・ 一般雇用への転換を進めるとともに、通勤等に困難を抱える障害者の就業機会を確

保するため、在宅就業障害者支援制度について、施設外就労の形で業務を発注する場

合の在宅就業障害者特例調整金等の額の上乗せや、施設外就労の場合等には算定基礎

を発注額とすること、一般雇用への転換に積極的な在宅就業支援団体に対する助成措

置の創設等の見直しは考えられるか。 

 

③ 障害者の就労支援全体の在るべき（目指すべき）姿、地域の就労支援機関の連携の強

化について【備考：雇用福祉連携 PT】 

・ 就労能力や適性を客観的に評価し、可視化していく手法についてどのように考える

か。 

・ 就労支援機関の役割関係が不明確であったり、支援内容に重複感はないか。これを

踏まえ、就労支援機関の在り方や専門的な支援人材の役割をどのように整理するか。 

・ 福祉・雇用にまたがった支援を行う専門的な人材の在り方及び育成についてどう考

えるか。 

 

④ 教育との連携、雇用・年金・福祉等の諸制度間の連携について【備考：雇用福祉連携

PT】 

・ 諸制度間の連携を図り、資源を組み合わせて有効活用していくようなシームレスな

支援についてどのように考えていくか。 

・ 特別支援学校等から就労への支援の方策をどう考えるか。 

・ 高等教育段階の学生の就労支援をどのように考えるか。 

・ 在職者の能力開発やオンラインによる訓練を含め、人材開発施策との連携をどのよ

うに考えるか。 

・ 障害を有する者の勤労・就労意欲が増進し、また、減退しないことを主眼に置いた

上で、制度間の連続性をどのように確保するか。 

 

⑤ 通勤支援、職場における支援の検討について【備考：雇用福祉連携 PT】 

・ 本年 10 月から実施する雇用施策と福祉施策の連携による新たな連携による取組の

実施状況を踏まえ、今後の重度身体障害者等に対する通勤支援や職場等の支援の在り

方についてどう考えるか。 

・ 障害の程度にかかわらず、職場介助者や手話通訳者の派遣等を含めた職場等におけ

る支援の在り方についてどのように考えるか。 

 

⑥ 中小企業における障害者雇用の促進について 

・ 認定制度を更に発展させていくための方策についてどのように考えるか。 

・ 採用段階における適切なマッチングや、環境整備に対する支援についてどのように

考えるか。 

・ 事業協同組合等算定特例のより効果的な在り方についてどのように考えるか。 



・ 中小企業に対する障害者雇用調整金及び障害者納付金制度の適用範囲の拡大につい

てどのように考えるか。（再掲） 

・ フルタイムの労働者を新たに雇用する分の業務量が見つからないとしている中小企

業や、実際に採用して共に働くイメージが十分につかめていない中小企業の観点から、

短時間勤務者の取扱いについてどのように考えるか。（再掲） 

 

⑦ 多様な就労ニーズへの対応について【備考：雇用福祉連携 PT】 

・ 医療面や生活面の支援が必要な重度障害や、精神障害、発達障害、高次脳機能障害、

難病のある方、高齢障害者についても就労支援ニーズが増大する中で、障害者就労を

支える人材その他資源が質・量ともに限定的であることについてどう考えるか。 

・ 障害者について、これまで就職や職場定着に重点が置かれてきたところ、中長期的

なキャリア形成のニーズが増大していることについてどう考えるか。 

・ 在宅就労・テレワーク・短時間勤務や雇用以外の働き方等の多様な働き方のニーズ

が増大していることについてどう考えるか。 

・ 技術革新の進展や新型コロナウイルス感染症の影響により、オンラインの就労支援・

訓練や業務創出・テレワーク等のニーズが増大していることについてどう考えるか。 

 

⑧ 差別禁止及び合理的配慮の提供の実施状況の把握について【備考：JEED調査】 

・ 差別禁止及び合理的配慮の提供の実施状況はどうなっているか。 

・ 実施状況を踏まえて更なる実施を進めるためどのような方策をとるべきか。 

 

⑨ 短時間勤務制度の措置の検討について【備考：JEED調査】 

・ 合理的配慮としての短時間勤務の措置がどのようになされており、どのような効果

をあげているか。 

・ 上記を踏まえ、短時間勤務についてどのように対応すべきか。 

 

⑩ 公務部門における障害者雇用の促進について 

・ 公務部門における障害者雇用の質を高めていく方策をどのように考えるか。 

・ 教育委員会を含む地方公共団体における障害者雇用をより一層進めていくための方

策をどのように考えるか。 

 

 

 


